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（報道関係者入室） 
○本田座長 ただいまから、第２回年金業務・組織再生会議を開催いたしたいと思います。 

 まず初めに、皆様ご案内のとおり、去る８月27日に内閣改造がございました。当会議の

担当であります行革担当相には、引き続き渡辺大臣が当たられるということとなりました。

閣議のため、ちょっと遅れておられますけれども、後ほどご出席いただいて、一言いただ

きたいと思います。 

 また、副大臣には、今回、山本副大臣が新たにご就任になりましたので、一言お願いい

たします。 

○山本内閣府副大臣 皆様、おはようございます。昨日、内閣府副大臣に任命いただきま

した山本明彦でございます。 

 年金業務への国民の信頼を回復すべく、渡辺大臣をしっかりと補佐していきたいと思っ

ておりますので、是非皆様方におかれましても、組織再生のため、これからもご尽力いた

だきますようによろしくお願い申し上げまして、ごあいさつとさせていただきます。よろ

しくお願いします。 

（報道関係者退室） 

○本田座長 それでは、本日の会議の進め方につきまして、あらかじめ説明いたしたいと

思います。 

 前回の会合でご確認いただきましたとおり、本日から「職員の採用についての基本的な

事項」というものにつきまして、一定の考え方を中間的に整理すべく議論を始めたいと思

っています。 

まず初めに、議論に当たりまして、委員の間で基礎的な情報を共有しておきたいと考え

ますので、事務局から職員採用に関します基礎的な事項の説明をいただきたいと思います。 

 次に、社会保険庁・厚生労働省からヒアリングを行いまして、その上で、質疑応答を行

いたいと思います。 

 また、「職員の採用についての基本的な事項」というものを議論するに当たりましては、

どうしても法制度という観点からも論点を詰めていく必要があると考えておりますので、

ご案内のように、小嶌委員は労働法の専門家でいらっしゃいますので、小嶌委員から論点

をご説明いただきまして、質疑応答を行いたいと思います。 

 最後に、ヒアリング結果を踏まえまして、「職員の採用についての基本的な事項」につ

きまして、委員の間で自由討議を行いたいと考えております。 

 なお、前回の会議で本日の会合（案）というのをお示しした中で、議事の一つに、「例

えば、国鉄改革関係者などの有識者からのヒアリング」というのが入っていたと思います

けれども、今回、日程の都合がつかないということ、また、もう少し我々の方の検討が具

体化した段階で、国鉄改革の経験に照らしてどうかというお話をいただいた方がより実の

あるものになるのではないかということで、今回は見送らせていただきました。そういう

ことで、次回以降、この会議の議論の進捗に応じまして、また必要に応じてお話をお伺い
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するということにさせていただきたいと思います。 

 それではまず、事務局から、「職員採用に関する基礎的な事項」についてご説明をお願

いいたします。 

○江澤行政改革推進事務局次長 それでは、ご説明させていただきます。 

 その前に、資料１で、前回、運営要領についてご議論いただきましたので、それについ

て、既に委員の皆様にはご相談しておりますが、確認のためにご説明いたします。 

 資料１でございますが、特に議論になりました２の会議内容の取扱いですが、会議の内

容については、原則として公開する。 

 （１）会議自体については、会議の議事の効果的な進行を図るため又は会議の議題の内

容により座長が非公開が適当であると判断するときを除き、公開とする。 

 （２）会議での配布資料は、公表する。ただし、座長が特に必要と認めるときに限り、

資料の全部又は一部を公表しないことができる。 

 （３）会議開催後、座長又は座長の指名する者が記者会見を行う。 

 （４）議事要旨及び議事録を公表する。ただし、座長が特に必要と認めるときに限り、

議事録の全部又は一部を一定期間公表しないことができる。 

ということでございます。 

 それから、この会議の運営に関して、昨日、民主党の総務部門・厚生労働部門合同会議

というのがございまして、そちらから座長あてに会議の公開などについてご要請が来てお

りますので、それは今日の会議の最後に、座長からお許しいただければ、私から、ご報告

させていただきたいと考えております。 

 それでは、資料２「日本年金機構の職員採用関係基礎資料」でございますけれども、10

分から村瀬長官からのヒアリングということで、簡潔にご紹介させていただきまして、ご

質問などは自由討議のとき、あるいは会議外でもいただきまして、いただいたご質問につ

いては、どうお答えしたかというのを、委員の方全員に共有できるような形でご提供させ

ていただくようにしたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 まず、資料２の１ページでございます。日本年金機構の職員採用プロセス、これは既に

①のところで、「職員採用の基本的な事項」について、この会議で議論いただくというこ

と。そして、その意見を踏まえて、来年６月がめどでございますが、政府として基本計画

を策定するということ。その基本計画に基づいて、設立委員が採用基準を策定する、これ

が③でございます。④で、設立委員は、社会保険庁長官を通じて、その職員に対し、日本

年金機構の職員の採用基準を提示して、職員を募集するということでございます。 

 ここで、注に書いてございますが、職員はすべて社会保険庁から採用するということで

はなく、もちろん民間からの採用も想定いたしております。今ご説明しているのは、社会

保険庁の職員から採用する場合のケースでございます。 

 ⑤に入らせていただきますと、長官は、機構の職員となる意思を表示した者の中から、

採用基準に従って、機構の職員となるべき者を選定し、その名簿を作成して設立委員に提
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出し、⑥で、設立委員は、職員採用審査会、これは法律上、「人事管理に関する中立公正

な学識経験者からなる会議」と書いてございますが、この審査会の意見を聴いて、個々の

職員の採否を決定するということでございます。そして、⑦に行きますと、名簿に記載さ

れた社会保険庁の職員のうち、設立委員から採用するとの通知を受けた人は、機構の職員

として、予定では平成22年、2010年１月でございますが、採用されるということでござい

ます。 

 以降、それに関する根拠条文などが、６ページまでございます。 

 次に、７ページからは、職員採用に関しまして、国鉄改革のときと今回の機構法との比

較を簡単にお示ししてございます。 

 まず、基本計画ということでは、左側の国鉄改革法第19条の基本計画は、運輸大臣が閣

議決定を経て基本計画を定めるとなっております。機構法は、「政府は・・・基本計画を

定める」でございますので、閣議決定するということでは同じでございます。 

 その基本計画に盛り込むべき事項ですが、これがそれぞれ２項のところでございます。

左側の国鉄の３号、「日本国有鉄道の職員のうち承継法人」―これはＪＲ各社でござい

ますが―「承継法人の職員となるものの総数及び承継法人ごとの数」という、職員の数

ということになってございます。それに対比いたしまして、右側の２号でございますけれ

ども、「機構の設立に際して採用する職員の数その他の機構の職員の採用についての基本

的な事項」という部分が日本年金機構法ではあるということでございます。それから、さ

らに下の３項でございますけれども、右を見ていただきますと、日本年金機構では、「基

本計画を定めようとするときは、あらかじめ・・・学識経験者の意見を聴くものとする」

ということでお集まりいただいているのが、この年金業務・組織再生会議でございます。 

 それから、８ページ、「承継法人の職員」、「職員の採用」などの説明は割愛させてい

ただきまして、９ページに参りまして、最終的に個々の職員がどういうふうに採用される

かということで、先ほどの説明とちょっとダブりますが、９ページの右側、日本年金機構

法の附則８条の第５項でございますけれども、「設立委員は、機構の職員の採否を決定す

るに当たっては、・・・厚生労働大臣の承認を受けて選任する者からなる会議の意見を聴

く」と、個々の職員の採否を決定するときの規定がございます。 

 それから、10ページに入らせていただきますと、このように国鉄改革と日本年金機構法

は類似性がございますので、国鉄改革のときに設立委員の定めた採用基準を参考に添付さ

せていただいております。共通基準としては、幾つか言及させていただきますと、１つは、

まず「年齢満55歳未満であること」。それから②番で、「職務遂行に支障のない健康状態

であること」。それから③では、「日本国有鉄道在職中の勤務の状況からみて、当社の業

務にふさわしい者であること」。勤務の状況については、職務に対する知識技能及び適性、

日常の業務に関する実績などを、日本国有鉄道における既存の資料に基づき、総合的かつ

公平に判断する」というようなことになってございます。 

 それから、11ページでございます。社会保険庁の職員が、同庁が廃止・解体することに
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伴いどうなっていくのかというのを、時系列で整理したものでございます。来年10月に、

全国健康保険協会が設立されます。それからそのときに、あわせて保険医療機関の指導監

督などの事務のため、厚労省の地方厚生局に一定の職員が転任されます。そして、22年１

月の予定でございますが、日本年金機構の設立で、社会保険庁を退職して、機構に採用さ

れる人がいる。それから一方、特別会計の管理などで厚労省に転任する職員がいる。 

 ⑤でございますが、社会保険庁の廃止と、社会保険庁長官による分限免職回避努力でご

ざいます。以上の①②③④のいずれにも該当しない職員については、任命権者であります

社会保険庁長官が、分限免職を回避する努力をする必要があります。具体的には、厚生労

働省を初めとする各省、あるいは厚生労働省所管の独立行政法人、あるいは来年10月に発

足の予定でございます、官民人材交流センターによる支援などが想定されます。そのよう

な努力を、社会保険庁長官がされることが必要でございます。そして、⑥でございますが、

回避する努力を行った上でも、なおいろいろなところに採用されなかった方については、

社会保険庁が廃止されることになりますので、分限免職となるということでございます。 

 以下、その関係資料をつけてございます。 

 それから、16ページは、国鉄の分割民営化のときに、いわゆる余剰人員がどういうとこ

ろにそれぞれ採用されたかということでございます。 

 それから、22ページに飛ばせていただきます。これは、第１回会議のときに、林前副大

臣から、機構法における「職員」の範囲について整理しておくようにという指示がござい

ましたもで、それを整理したものでございます。機構法における「職員」という表現の中

には、非常勤職員を含めて、日本年金機構に雇用されるすべての職員が含まれます。 

 以上、簡単でございますが、次の日程の関係もございますので、以上の説明とさせてい

ただきたいと思います。 

○本田座長 今の説明に対しまして、何かご質問はございますか。 

（発言する者なし） 

○本田座長 それでは、次に社会保険庁・厚生労働省からヒアリングを行いたいと思いま

す。準備をお願いします。 

（社会保険庁：村瀬長官、吉岡総務部長、厚生労働省：貝谷首席統括管理官入室） 

○本田座長 本日は、社会保険庁から村瀬長官、吉岡総務部長、また厚生労働省から貝谷

統括管理官に、ご出席いただきました。 

 それではまず、村瀬長官、吉岡総務部長の方からご説明をお願いいたしたいと思います。 

○村瀬社会保険庁長官 それでは、冒頭、私の方から、日本年金機構、新しい組織に対す

る法案をお通しいただきまして、それに向けて今まで社会保険庁としてどういう取組をし

てきたかということについて簡単にお話し申し上げて、その後、詳細につきましては、部

長と貝谷の方からご説明申し上げたいと思いますので、ひとつよろしくお願い申し上げた

いと思います。 

 資料はございませんので、冒頭、私の方から簡単にお話申し上げます。 
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 まず、日本年金機構は、保険者でございます厚生労働省から事務の委任・委託を受けて、

年金の事務を行う組織である。日本の年金制度を守るために、やはり国民から信頼される

組織になることが基本である、このように考えております。そのためには、日本年金機構

は働きがいのある職場にし、やる気があって確実に実績を上げられる人を評価する、そう

いう組織に生まれ変わる必要があるのだろうと考えております。 

 また一方、常にコスト意識を身につけて効率的な業務運営を心がけるとともに、職員し

かできないことを明確にした上で、それにふさわしい職員を育成していく、これが喫緊の

課題だろうと思います。一方、業務品質、サービス品質を保ちながら、正規職員以外にで

きることは、外部委託を含めてどんどん積極的に外出ししていく、こういう考え方だろう

と考えております。 

 それに対しまして、では今の社会保険庁でどういう取組をしてきたのかということを簡

単にお話し申し上げますと、改革とは、組織の改革と仕事・業務の改革と、それからそこ

で働く職員の意識改革、この３つを合わせて初めて改革ができる。また、その中でも、業

務を通じた意識改革ができて初めて本物になるのではなかろうか、このように考えており

ます。 

 したがいまして、意識改革ができない、変われない人に対しては、やはり厳しい対応を

していかざるを得ない。既に、社会保険庁の中でも、改革に反対する人は去ってもらいた

いと、これくらいのことを言いながら、業務を進めてきたつもりでございます。 

 また一方、先ほどの働きがいがある職場にするという観点からは、やはり全員参加型の

改革をしていかない、例えば本庁だけで改革する、これでは無意味でございます。それを

やらせていただきまして、そのために一番大事なことは何かということからいいますと、

情報の共有と組織内のコミュニケーションをしっかりとる、ここに尽きるのだろうと考え

ております。 

 したがいまして、私自身も全国の312の事務所をすべて回らせていただきましたけれど

も、事務局、事務所の訪問によりまして職員との対話を進めていく。それから部下と上司

との仕事を通じたミーティングの実施であるとか、それから現場の職員が特に変わるため

の仕組みづくり、例えば提案制度であるとか様々なものを導入しております。本来、民間

企業であれば当たり前というようなものが、なかなか役所の文化の中に入っていなかった。

そこの部分については仕掛けてきたつもりでございます。また、社内のＬＡＮがございま

すので、これも有効活用いたしまして、情報は、極力開示できるものはすべて開示すると

いう形で進めさせていただいております。 

 一方、組織の一体化ということで、ご存じのように、地方事務官制度をとっていた関係

でなかなか一体化しないという問題もございまして、その関係でいきますと、本庁と地方

庁との人事交流の問題であるとか、ブロック間の人事異動の問題ということで広域人事を

実施したりということで、人を思い切って動かさせていただいておりますし、それから地

方事務官制度時代の名残がございまして、システム上は統一されておりますけれども、事
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務処理が、残念ながら帳票類も含めて統一されていないまま行われていたケースがござい

まして、これも全国統一の事務処理マニュアルを作成すると同時に、帳票類も統一化した

ということで、これらも変えてございます。 

 一方、その中で一番重視したのは何かといいますと、人事評価制度の導入でございまし

て、これも地方事務官制度の名残がございまして、各地方単位の評価をしたり、それから

自主申告的なものをやっていたわけですけれども、これを統一のフォーマットに全部変え

まして、平成18年度からリーダー職、平成19年度から全職員に対して、目標管理シートの

導入を含めて人事評価制度を導入し、現在、実施してございます。 

 一方、なかなか役所の文化という中で、事業目標の設定はしますけれども、それに対す

る行動計画というものを明確に示せない傾向がございまして、これも国民年金から平成16

年度、政府管掌健康保険・厚年は若干遅れましたけれども、本年度から本格実施するとい

うことで、目標の設定と同時に、行動計画をしっかりやらせるという形で変えさせていた

だいております。 

 それから、そもそも私が３年前に社会保険庁に来ました最大のきっかけは、コスト意識

の欠如という部分でございまして、そういう点で、予算をとってそれを消化するという考

え方から、コスト意識を入れるために調達委員会というものを16年から立ち上げまして、

徹底的にその調達委員会で、予算はあるけれども、そもそも実施するかしないかというこ

とも含めて検討させていただきまして、大幅なコスト削減をやっている。これは、ある意

味では意識改革、職員の教育だろうと思ってやってきたわけでございます。 

 そのような取組をやりながら、改革を進めてきたわけですけれども、前回のときに、ど

ういう形で社会保険庁の不祥事が起こっているかなども議論されていると聞いております

けれども、必ずしも十分な形にはなっていない。新しい組織に向かって、何としてもそこ

を、さらに意識を変えていくということをやらなければいけない。是非その点で、委員の

皆様方に対しては、新しい組織に向けて本当にどういう職員をそこで働かせるように持っ

ていったらよいのか、また、先ほども申し上げましたけれども、そもそも職員以外にでき

ることをどういう形で外出ししたらよいかご議論いただきまして、明確なサジェスチョン

をいただければということをお願い申し上げ、詳細につきましては、部長、貝谷の方から

ご説明に入らせていただきたいと思います。 

○吉岡社会保険庁総務部長 では、引き続きまして、お手元の資料で社会保険庁の人員・

組織などの現状につきましてご説明させていただきます。 

 私は、総務部長の吉岡でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 横長の資料３－１、「ヒアリング資料」というものがございますが、これに基づきまし

て、15分ほど時間をちょうだいいたしまして、ポイントを中心に説明させていただきます。 

 まず、１ページ目をおめくりいただきます。 

 現行の社会保険庁の組織及び人員の基本でございますけれども、18年度における社会保

険庁の職員数は、全体で２万8,600人、このうち国家公務員、常勤職員が１万7,100人、非
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常勤職員が１万1,500人となっております。 

 組織立てにつきましては、下の図が分かりやすいと思うんですけれども、一番左が霞が

関の、いわゆる本庁でございます。事業運営に関します企画・立案、支分部局への指導な

ど、約300人の常勤職員で仕事をしております。それから、東京の高井戸及び三鷹にござ

います社会保険業務センター、こちらにおきましては約600人の職員で、被保険者の記録

管理、年金支払業務、システム運用、あるいは中央の年金相談と、電話相談を含め、対応

しているところでございます。それから、職員の研修のための機関として、千葉県に社会

保険大学校がございます。これが、中央の組織でございます。 

 47都道府県に、それぞれ地方社会保険事務局、大きさは東京だと職員は約2,000人、小

さいところだと200人ぐらいの組織になりますけれども、各県に地方の社会保険事務局が

あり、その下に、全国で309カ所の社会保険事務所があります。ここは、お客様、国民の

一番身近な窓口ということで、年金相談などを中心に、いろいろな申請書ないし給付など

の窓口業務などを行っております。こちらで、常勤職員が１万2,600人、現在、仕事をし

ているところでございます。 

 下の方に、それぞれ年金に関する相談への対応ということで、全国23カ所に年金電話相

談センター、あるいは各事務所に、いわば事務所のサテライトとして、交通の便利のよい

ところに年金相談センター、全国で55カ所を設けて相談業務にあたっております。 

 その次のページは、この具体的な組織立てでございます。時間の関係で割愛させていた

だきますが、この２ページの右側、東京、大阪あたりは、組織も大きゅうございますので、

事務局長の下に部の体制をしいております。一般的な事務局におきましては、局長の下に

次長、その下に担当それぞれの課長という形で仕事をしております。 

 ３ページに移ります。 

 それぞれ社会保険庁の職員として従事している業務の内容に応じました状況でございま

すけれども、特に、下の表の事務所の欄をご覧いただきたいと思いますが、事務所の仕事

は多岐にわたっておりますが、内部管理などを行う庶務課、あるいは厚生年金・健康保険

の適用などを行う課、あるいは国民年金を行う課、それぞれの部署ごとの人数ということ

で、参考までにお示ししております。特に、現場におきましては、例えば国民年金の徴収

に関しましては国民年金推進員という名称の非常勤職員も、現地での収納活動、勧奨活動

などにあたっております。 

 それからその次に、４ページでございますが、これは常勤職員について昨年４月現在の

年齢階層別の人数ということで、現在のところ、年齢的には32歳から34歳あたりの職員が

一つの山をなしている、こんな現状でございます。 

 その次のページに移らせていただきます。 

 職員の職種別、男女別の状況、これは国家公務員である常勤職員の状況でございますが、

まず職種別、試験区分によります分布を申し上げますと、いわゆるⅠ種職員が0.2％、大

卒が中心でございますⅡ種職員が31.5％、Ⅲ種職員が65.2％という、その下の円グラフで
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申しますと、職種別にはこういう状況でございます。 

 ちなみに、男女別につきましては、男性職員が72.4％、女性職員が27.6％という内訳に

なっております。 

 その次のページでございますが、社会保険庁の定員の推移でございます。この５年間で

計画的な削減などを行いまして、５年計で723人の定員の減を達成しております。各年に

おきましては、計画的な合理化と、それぞれ業務の需要に応じました増と、その参考の欄

にあります差し引きで、上の欄の対前年度増減数となります。例えば、19年度で申します

と、合理化の考えに基づく定員削減がマイナス796、それに対しまして定員増ということ

で、その差し引きの係数が、それぞれの各年度におきます実際の定員減の効果ということ

でお読み取りいただきたいと考えております。 

 今後の話で申し上げますと、今後も24年までの間に、17年度をベースにいたしまして、

全国健康保険協会への移行分などを含めて、常勤公務員につきましては20％以上の純減を

目標としております。 

 次の７ページでございます。詳しい説明は省略させていただきますけれども、それぞれ

の各年度におきます本庁・地方別の採用あるいは離職の状況ということでございます。 

 社会保険庁の職員の採用、これは本庁及び全国７ブロック、都道府県をまとめましたブ

ロック単位で、国家公務員試験のⅡ種及びⅢ種の合格者から採用しております。上の欄の

18年度のところは、これは人員削減計画のために採用がないという状況になっております。

それぞれ離職の状況でございますが、定年、勧奨、あるいは自己都合などということで、

それぞれ各年度、離職者の数が書かれておりますが、やはりこの３年度あたり、一番下の

欄でございますが、自己都合による離職が、その時々の年齢構成によりますけれども、漸

次増加しているというのが実感されると思います。 

 その次に、職員の採用と人事の仕組みでございます。８ページでございます。 

 先ほどの説明と重なるところもございますけれども、左の社会保険庁のⅠ種職員、Ⅱ・

Ⅲ種、それぞれ区分がございますけれども、本省採用者、厚生労働省に採用されまして、

人事異動のローテーションの中で社会保険庁に短期間出向し、また戻るというパターンの

本省採用者が全部で36名。それから、本庁採用者が874名、Ⅱ・Ⅲ種職員でございますが、

これは本省の内局でございます保険局・年金局とも一体的な人事を行っておりまして、こ

の中から47の社会保険事務局長などへの人事異動がございます。それから、主として都道

府県単位で人事異動が行われる、「地方採用者」と表現しておりますけれども、約１万

6,000名でございます。こういう３パターンの採用人事の仕組みが、現状として動いてお

ります。 

 ９ページでございますが、これは村瀬長官がお見えになってから進んでいる部分でござ

いますけれども、これまで特に地方採用者につきましては、県内の異動がほとんどであっ

たわけでございますけれども、ここの交流を図るということで、平成17年から各ブロック

の数県単位で、そのブロックの中の人事異動を行うと。当然、転居などを伴うことも増え
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てくるわけでございます。そういうブロック単位の広域的な異動や、あるいは本庁と霞が

関と地方各47事務局間におきます人事異動、これは幹部も一般職員も含めて拡大していく

と。それから、地方の社会保険事務局職員から、従来であれば各県の中でキャリアを上が

っていくということで終わることが多かったわけですが、有能な人材につきましては本庁

の主要ポストへ配置するという取組も、この３年間、特に進んできております。それから、

本省のⅠ種職員、いわゆるキャリアと言われる厚生労働省採用の職員につきましても、事

務局長など、幹部ポストに配置するということで拡大しております。 

 今説明しました具体的な中身は、それぞれ各欄に書いてございますので、お読み取りい

ただきたいと考えております。 

 その次のページへ参ります。 

 社会保険庁改革と並行いたしまして、既に社会保険庁へ民間から人材を求め、仕事をし

ていただくという取組も強力に進めております。先ほど、長官が申し上げました組織改革

あるいは業務改革への取組を、民間の発想や感覚を導入して進めようというねらいから、

経済界などの協力を得て、有能な皆さんに、現在、社会保険庁の仕事をしていただいてお

ります。民間からの人事交流ということ、あるいは下の欄ですけれども、民間出身者を直

接採用するということで、役職などはそこに書いてありますとおりでございますけれども、

システムの問題とか一般的な予算執行のあり方についてのアドバイスを得るとか、多方面

で、現在、社会保険庁の中でご活躍をいただいております。とりわけ、10ページの一番下

の欄でございますが、この４月から、民間から有能な人材を募りまして、４月以降、まさ

に現場の最先端でございますけれども、下の表の一番右下に書いています栃木、滋賀、京

都、大阪それぞれ１カ所に、民間から来ていただきました方に、所長、現地の現場のトッ

プをお務めいただいているということで、意識改革の面で協力をいただいております。 

 それから、11ページに参りますけれども、これは既に廃止されておりますが、戦後、昭

和22年から、地方自治法の制定以来、長年にわたってございました地方事務官制度の当時

の仕組み、それと廃止の経緯でございます。 

 各委員の方、よくご案内のことかと思いますが、ポイントだけ申し上げますと、11ペー

ジで、これまで平成12年３月まで、地方分権一括法の施行前の姿は、戦後長く、職員の身

分としては、これは国家公務員であると。したがいまして、厚生労働大臣あるいは社会保

険庁長官の人事権、予算権の下にあると。 

 しかしながら、実際の勤務場所は、都道府県知事の指揮監督を直接受ける各県の民生主

管部の保険課あるいは国民年金課という名称のところに社会保険業務のヘッドクォーター

がございまして、その下に各県の社会保険事務所があるということでございます。民生主

管部の保険あるいは年金課の下の社会保険事務所の体制、ここで働く職員につきましては、

当時の名称で地方事務官という官名が用いられてきたわけでございます。 

 それで、平成12年４月からは、これをすべて国家公務員、厚労省の場合は厚生労働事務

官というふうに切りかえまして、指揮監督につきましても、大臣あるいは長官のもとで仕
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事をするという本来あるべき形になっております。これに際しまして、従来の民生主管部、

保険課、年金課が、直轄の各都道府県の社会保険事務局、その指揮監督の下におきます社

会保険事務所という形で整理が図られております。 

 12ページ以下は、これまでの関係の法律の制定の経緯でございます。説明は省略させて

いただきます。 

 それから、14ページに移ります。 

 先ほど、村瀬長官からも話がございましたが、長く地方事務官時代を引っ張っていたと

いうことで、国家公務員でありながら都道府県の組織に勤務していたと。それで、知事の

指揮命令を受けるという変則的な時代が長く続いたということから、本庁からのガバナン

スがどうしても行き渡らなかったという点が反省点でございます。制度的には、平成12年

４月以降、体制を一新しておりますが、では当時の地方事務官時代の考え方がクリアにな

っているかといえば、私ども、いろいろな改革の途上で諸問題によく直面しているという

状況でございます。 

 ポイントだけ申し上げますが、14ページの下の資料で、地方事務官制に根ざす組織の構

造問題ということで整理しております。例えば、都道府県単位の閉鎖的・内向きな意識、

中央、すなわち霞が関、あるいは厚生労働省からのガバナンスの不足。それから、後ほど

も触れますけれども、職員団体、業務改革に後ろ向きな団体の考え方に基づく管理者との

覚書や確認事項、現在はもう既に破棄されておりますけれども、こういった経緯も引きず

っております。それで、いわゆる三層構造ということで、各職種別にどうしても意識の共

有化が図れない。特に、改革に向けてそのあたりが、いろいろな課題を現になお残してい

るという分野もございます。 

 15ページ以下は、時間の関係で細かくは説明いたしませんが、いわゆる職員団体の現況

と、その体制などでございますけれども、社会保険庁の職員につきましては、いわゆる自

治労国費評議会。これは、もう既にこの４月から、全国社会保険職員労働組合ということ

で、地方自治法改正の経過措置期間の到来に伴いまして、こういう形で名称も一新してお

ります。当時の自治労国費評議会、これは地方事務官当時の職員の多くが、各県の自治労

の県職員労組に参加していたという実態を反映しております。18年４月時点におきまして、

旧自治労国費評議会、全国で組合員数が１万2,100人、組織率95％という状況と推計して

おります。それから、４月以降、新しい名称になっておりますが、現状におきましては１

万500人の組合員数、組織率は若干低下しまして85％という状況でございます。 

 次のページに、今、地方事務官時代の官制を背景といたしました自治労のご説明を申し

上げましたが、一方で、これは旧厚生本省あるいは附属機関も含めた国家公務員としての

職員団体というものも、自治労より規模は小さいですけれども、現在もございまして、こ

れは一貫してずっと国家公務員の職員団体でございます。全厚生と言っておりますが、全

厚生職員労働組合と言います。全国の組合数は2,300人、組織率は49％ということでござ

います。 
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 それぞれの全国社会保険職員労働組合―旧自治労国費評と全厚生の労働組合界におけ

る体系につきましては、その表に書いてあるとおりでございます。 

 17ページ以下は、新聞などで大変厳しいご批判もいただきましたけれども、これまでの

職員団体の活動ということで、とりわけ年金業務の合理化のための社会保険業務のオンラ

イン化計画という一大プロジェクトがあったわけですけれども、当時の自治労国費評議会

はこれに対しまして反対運動を展開するということで、各種の覚書、確認事項などを当時

の管理者と交わした。全国団体ベースで、本庁幹部と全国組織が交わし、また各都道府県

単位におきましても、事務局幹部などと同様の中身の覚書が結ばれていたという経緯がご

ざいます。覚書、確認事項97件、こういう関係でございます。全厚生とも確認事項など４

件がございました。これらにつきましては、すべてもう既に破棄されております。 

 その中身については、18ページ以下、省略させていただきます。後ほどお読み取りくだ

さい。 

 それから、20ページでございますが、これは職員の法令違反、職務義務違反、非行など

に対します国家公務員法に基づく懲戒処分の実施の状況でございます。20ページの上半分

の欄は、法律に基づく懲戒処分、免職から停職、減給、戒告ということで、ご案内のとお

り、年金国会と言われた３年前以降、各種の国民の指弾を受けました不祥事が発覚いたし

まして、17年、18年、大量の処分者が出ております。17年につきましては、これはいわゆ

る年金記録の覗き見、業務外閲覧ということも含め、大量に処分を受けておりますし、ま

た昨年、平成18年におきましては、国民年金の不適正な免除手続に伴いまして、このとき

は管理者も含め、大変申しわけない数の処分者を出しております。 

 具体的な中身は21ページに書いておりますが、後ほどご詳覧ください。 

 こういった問題への対応として、既に人事評価制度の導入ということで、先ほど長官か

らもポイントの説明がございましたけれども、民間の考え方にならい、能力主義・実績主

義に立った評価制度を17年度から試行・本格実施と来ておりまして、19年度から一般職、

第一線の職員も含めて、本格実施を既に着手しております。組織全体のパフォーマンスの

向上、それから業務の効率的・効果的な遂行のために、人材育成、業務改善、それらの成

果の任用・給与、処遇面への反映という連携の下に評価制度について取り組んでおります。 

 具体的な中身につきましてでございますけれども、23ページは、人事評価制度は大きく

分けて実績評価と能力評価がございます。実績評価は、特に管理職におきましては具体的

な数値目標をきちっと本人が自覚し、また管理者も自覚し、それへの達成度を評価する。

実績評価は年に２回行います。また、能力評価は年１回でございますが、能力評価の面に

おきましては、実際の職務の態度にあらわれた本人の能力をきちっと読み取るということ

で、任用・給与などへの処遇に反映していくという考え方でございます。この人事評価制

度、これは民間でもいろいろなお悩みがあると思うんですけれども、評価基準を公開し、

複数の評価者が評価し、研修を行い、自己評価もきちっとやると。特に大事なものが、評

価者とされる側との面談、これは単に事後評価だけではなくて、目標設定のときにおいて
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も管理者と被評価者のコミュニケーションが大変大事であるということで、民間のお知恵

に大変学ばせていただいて、現在、本格施行に移っております。 

 具体的には、その効果ということで申し上げますが、24ページで、評価区分に応じまし

て、最上級ＳからＤということで、真ん中あたりは「役職階層に期待される実績をあげ

た」ということで、一つの目安としてのそれぞれのランクへの配分につきましては、ご覧

のとおりＳランクが５％、Ａランクが25％、Ｂランク、中庸のところが60％あるいは50％、

それからＣ、Ｄということで、「階層に期待される実績を下回った」という職員につきま

しては、10％あるいは20％ございますが、当然、次の人事考課にも反映させていくという

ことで、実績主義の浸透を図っております。 

 25ページは、実際に使用しております、これは便宜上、事務所長が評価を受ける際の評

価項目、それから右の方は入りたての第一線の職員の評価項目ということで、役職に応じ

ましてあるべき期待される能力の評価項目をいろいろな形でアレンジして、いろいろ地方

事務局の意見も聞いて、改善を逐次図っているところでございます。 

 26ページは、能力評価ということで、これは年１回施行しております。 

 能力評価の項目の例は、27ページに載せております。 

 具体的に、ではどの程度の査定が可能かということで、モデル的に28ページにお示しし

ておりますが、例えば事務所長クラス、６級57号俸の場合、これは具体的には、夏季それ

から冬季の勤勉手当というものに反映するということでございます。このパーセントは、

各月の俸給額を100といたしまして、その比率でございます。中庸のランクで「良好」の

標準的な方が71％、0.71カ月分だとしますと、Ｓの場合にはこういう形で、標準で33万円

としますと、上の場合では45万円ほどの上積みが可能だということで、ＳランクとＤラン

クを比較すれば13万円以上の差も出てくるということで、こういうものを一つの刺激の材

料といたしまして、民間に比べれば、幅が狭いのではないかというご批判もあるかもしれ

ませんけれども、国家公務員の中ではかなり先端的な取組ということで、評価に基づきま

す査定のつけ方についても、これからはこういう考え方でやっていきたいと考えておりま

す。 

 以下は、人事評価についての今後のスケジュールと、新しい機構に向けて、これまでの

取組とスケジュールなどを書かせていただいています。 

 最後の資料でございます。30ページから何枚かございますけれども、これは日本年金機

構の設立準備に向けましたプロセスをチャートにしております。 

 次の31ページで、時系列で整理させていただいておりますが、こちらの学識経験者の会

議に基づきまして、来年６月に、新しい機構の業務の中身、あるいは職員の採用に関しま

して、基本計画を閣議決定していただくというふうに考えております。設立準備という面

では、来年４月に厚生労働大臣が設立委員を任命いたしまして、ここの下に、基本計画を

受けて運営方針、採用基準、労働条件をご検討いただき固めて、来秋以降は、社会保険庁

長官が日本年金機構に採用されるべきと考えられる者の名簿を提出すると。以下、22年４
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月に向けた計画を、あくまで現在のイメージでございますけれども、整理させていただい

ております。 

 最後のページも、これに関しますやや詳細なスケジュールでございます。 

 ちょっと時間をオーバーいたしましたが、とりあえず私からの説明は以上とさせていた

だきます。 

（渡辺行政改革担当大臣入室） 

○本田座長 ありがとうございました。 

 次に、厚生労働省の貝谷さんにお話しいただきますが、ちょっとその前に、大臣がお見

えになりましたので、引き続き、担当していただくことになりましたので、一言よろしい

ですか。 

○渡辺行政改革担当大臣 どうぞ。はい。 

○本田座長 それでは、よろしくお願いします。 

○貝谷首席統括管理官 私は、首席統括管理官の貝谷でございます。 

 保険局資料ということで、資料３－２でございます。 

 社会保険庁改革の一環といたしまして、社会保険庁が行っております政府管掌健康保険、

これは新たな公法人に移していくという方針が、既に成立しております医療改革関連法案

の中で決められております。社会保険庁改革法案よりも先に成立いたして、準備が進めら

れてきております。 

 資料１ページをご覧いただきたいと思います。 

 新しい公法人、全国健康保険協会ということでスタートする予定にしております。法律

の枠組みの中では、設立委員会があらかじめ団体の発足前に、予算、事業計画、定款等々

について決めた上で、団体の骨格を作った上で移行していくということでございます。 

 開催状況が、以下ございますが、昨年11月から準備に取りかかっております。これまで、

計６回順次、基本項目について審議を進めてきておりまして、第７回、９月27日でござい

ますが、労働条件、採用基準、こういったことについてのご審議をお願いしたいというふ

うに予定しているところでございます。 

 ２ページをご覧いただきますと、設立委員会のメンバーの方々が出てございまして、星

野委員長以下ございます。星野委員長、二重丸の２人上に、小林剛委員ということでござ

いますが、新しいこの団体の理事長となるべき者ということで、先週、厚生労働大臣より

指名を受けておりまして、来年10月の団体スタート以降は、理事長職に就任するというこ

とが既に決まっております。 

 続きまして、３ページをご覧いただきたいと思います。 

 これまで議論した中で、この全国健康保険協会の理念、運営方針については、順次、固

められてきておりまして、上にございますが、被保険者などの利益の実現を図るというこ

とを最大の基本使命といたしまして、理念として幾つかございます。キーコンセプトだけ

申し上げますが、従来、国が行っていたものから切り離して、自主自律で運営していこう
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というのが最も基本的なキーコンセプト。さらに、公正で効率的な運営、これは当然のこ

とでございます。それから、国民、被保険者の側に立った質の高いサービスを提供してい

こうと。それから、財政も健全な運営をしていこうということでございます。 

 ４ページをご覧いただきますと、この新しい組織の基本的考え方、これまで整理されて

きたものを、チャートで示しております。 

 今回の社会保険庁改革の一環で、政府管掌健康保険については、一番右が現行でござい

ますが、少し小さい字でございますけれども、国が行っていたということと国が保険者だ

ったということが、いわば混然一体となりまして、必ずしも保険者機能というものが発揮

されないまま運営されてきたというきらいがあったということでございまして、医療費の

適正化対策等々において不十分さが見られたのではないか、こういう反省の下に医療制度

改革が行われ、右の方でございますが、来年10月からは全国健康保険協会にこれをお願い

していくということでございます。 

 キーコンセプトは、今まで申しましたような医療保険制度改革を踏まえまして、各地域

での医療費適正化等々を行いながら、保険者機能を十分に発揮していきたいということで

ございます。特に、私ども、意を用いて行いたいと思っておりますのは、本部、それから

各都道府県におきます支部とも、企画部門といいますか、やはりそれぞれの地域で医療費

の適正化などを行っていくための、いわば頭脳の部分を強化していきたい。中央で一律に

決めたものを地方で淡々とやるということではなくて、地域ごとの対応ということに、十

分意を用いていきたいと考えているところでございます。 

 ５ページをご覧いただきたいと思います。 

 給与制度の設計に関する基本的な事項ということで、これも粗々の議論を前回の設立委

員会で行いました。給与につきましては、社会保険庁改革の観点から、人事評価制度と等

級制度の適切な運用が必要だろうということで、能力本位の給与体系を用いていきたいと

考えております。なおかつ、総人件費の適切な管理ということもできる体制、制度にして

参ります。それから、協会における職責に応じた実績、こういったものを基本的に採用す

ることは当然でございまして、給与にもそれを反映させていくということを考えていると

ころでございます。 

 ６ページは、今ほど申し上げました、これまでの設立委員会におきます検討課題、スケ

ジュールということでございまして、逐次、議論を進めておりますが、今年度内を目標に、

そこに書いていますような定款、職員の採用基準、労働条件、予算、それから実際にスタ

ートいたしますので事業計画、こういったことを準備段階ですべて決めていく必要がある

ということでございます。 

 ７ページをご覧いただきますと、今申し上げました今後の予定を時系列的にまとめてお

ります。現在、19年秋ということでございまして、これまでの議論の結果、新しい協会で

の理念、運営方針の骨格が固められつつございます。採用基準などについても、近く決定

したい、固めたいと考えているところでございます。定款、予算につきましては、年度内、
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来春までには固めていく。それから、職員の採用につきましては、来年10月、一番右がス

タートでございますので、概ね１年ぐらい前から職員の採用についての準備を行い、来春、

４月には、具体的な採用ということを行って参りたいと思っております。 

 なお、採用に当たりましては、社会保険庁からの採用のほか、民間の方、それなりのき

ちっとした能力をお持ちの方を、それぞれ民間からも採用していきたいと考えているとこ

ろでございます。 

 下半分では、それぞれ事務的な準備なども進めながら、また大変重要になります新しい

組織でのＩＴ化といいますか、システム化ということも、既に相当進んできておりまして、

いろいろなケースにつきましても想定しながら、システムを、現在、開発しているところ

でございます。 

 ただ、全体に、社会保険庁改革の中で最初のスタートの団体ということでございまして、

かなり準備は進んできておりますが、正直申し上げまして、残された期間はあと１年強と

いうことで、相当短いという認識の下で、遺漏のない対応を図っていきたいと考えてござ

います。 

 ８ページ以下は、これまでもご議論いただいた資料でございますので説明は省略させて

いただきたいと思いますが、最後に12ページをご覧いただきたいと思います。 

 これは、全国健康保険協会、新しくできます法人の人員規模ということについての検討

状況でございます。人員規模そのものにつきましては、現在、設立委員会で検討が行われ

ております。 

 一方、これは国の方でございますけれども、昨年６月の閣議決定におきまして、政府全

体の国の行政機関の定員純減計画というものが行われております。この中で、社会保険庁

関係では、この政府管掌健康保険の後継法人たる公法人に移行させることによりまして、

全体として2,000名程度を純減するということが既に閣議決定で行われております。つま

り、2,000人程度の新しい組織ということが、イメージされております。こういった閣議

決定を踏まえながら、業務の合理化、あるいはむしろ逆に、先ほど言いました強化すべき

企画部門、こういったことを考慮しながら、現在、設立委員会でご検討いただいていると

ころでございます。先ほど言いましたような民間からの有為な人材もあわせて採用いたし

まして、来年10月からのスタートに遺漏なきよう期して参りたいと思っております。 

 以上でございます。 

○本田座長 ありがとうございました。 

 それでは、これまでのご説明に対しまして一括して、ご質問なりご意見などがありまし

たらお願いしたいと思います。 

○斎藤委員 吉岡部長にお伺いしたいんですが、先ほどのご説明の10ページ、民間からの

人材の採用状況で、経済界などの協力を得てとおっしゃっていました。これは、企業から

の出向者を迎えたということですか。 

○村瀬社会保険庁長官 私の方から。 
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 平成16年に私が社会保険庁へ来ましたときに、民間的な発想を導入しなければいかぬと

いうことで、経団連などにお願いしまして来ていただいております。この方々は、一応、

非常勤公務員という形で、出向扱いで来ていただいておりまして、例えば２年だとか３年、

期限つきで改革に参加していただいているという形でございます。 

○斎藤委員 ありがとうございます。 

○岩瀬委員 職員の人事異動についてお聞きしたいんですけれども、８ページ、９ページ

の関係の資料ですが、これは今までは固定的に、地方で採用した職員は事務所から動かさ

なかった。それを動かすようになったということですけれども、それを動かすに当たって、

組合との間で何か協議事項というのを結んでいらっしゃるんですか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 特にございません。 

○岩瀬委員 ということは、社会保険庁の判断で人を動かすと。 

○吉岡社会保険庁総務部長 もちろん、各事務局の人事は、事務局の中で、例えば事務局

長が中心になってやりますけれども、これはあくまで人事権を持っている管理者が決める。 

 ただ、もちろん、いろいろご本人の適性とか、あるいは県の中での希望などを聞きなが

らやりますけれども、通常の人事権の行使という形で実施しております。 

○岩瀬委員 これは、36名を動かして874名、９ページの資料で人事異動した人数が出て

いますけれども、これはどういう目的で動かしたんですか。業務量と職員の適正配置とい

うのを考えてやられたのか、それとも別の考えで、このときの人事異動というのはされた

のですか。 

○村瀬社会保険庁長官 では、私の方からお答えします。 

 まず、９ページの５のところでございますけれども、「地方社会保険事務局間の広域人

事」と書いてございます。この広域人事の中には、県別の業務量に基づきまして、職員の

配置転換、定員を変更しておりまして、それを３カ年計画に基づいて修正してございまし

て、その中の異動を含んでございます。 

 例えば、業務量が多い首都圏には、業務量の少ない地方から、定員枠を変えて移してい

るわけですね。それに合わせて、当然、人員も、本人の希望がある、もしくは本人の希望

がなくても、こちらへ来ないかということで動かさせているという形でございます。 

○岩瀬委員 なるほど。それによって、事務所間の業務の平準化というのは図られたとい

うことですか。 

○村瀬社会保険庁長官 はい、そうです。 

○岩瀬委員 それは、この369人を動かしたことによってですか。 

○村瀬社会保険庁長官 いえ、もっと動かしています。それも入っているとお考えいただ

ければと思います。もし必要であれば、資料を出させていただきますけれども、３年間で、

業務量に基づきまして県別定員枠を我々で変えておりまして、それに合わせて定員枠を、

まず控除せよと。それに対して、当然、過員になるところがあるわけですね。過員になる

ところでやめさせるわけにはいきませんから、その過員になるところから何人出せますか
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ということで、出させている。それを、玉突きでやったり直接異動させたり、いろいろな

工夫をしてございますので、そこらあたり、必要であればデータは出させていただきます。 

○岩瀬委員 そうしたら、大体、業務量と職員数というのが全国的にどうなっているのか

というのを、後で教えていただけますでしょうか。 

○村瀬社会保険庁長官 はい。 

○岩瀬委員 もう一つ、本省採用、Ⅰ種、いわゆるキャリア官僚の方たちが、36名、社会

保険庁に来られていると。この人たちは、社会保険庁が今度、解体されて日本年金機構に

なるに当たっては、全員一旦本省に引き揚げるということでよろしいんでしょうか。 

○村瀬社会保険庁長官 現段階の私の考え方ということで申し上げたいと思いますが、年

金保険制度に広くかかわっている部分、この部分をすべて新しい組織の新しい人でやると

いうわけには多分いかないだろうということで、そのつなぎは、やはり本省の年金なり保

険をよく分かっている人がいないと回らないということで、すべての方が本省へ戻るとい

うことは、私はあり得ないと思います。一定数は、やはり新しい日本年金機構にも残して

いかないと、事業運営ができない。 

○岩瀬委員 その一定数の残る方たちというのは、要するにここでの規定のように、短期

出向という形で新しい組織に移行すると。 

○村瀬社会保険庁長官 多くはそういう形になろうかと思います。 

○岩瀬委員 なるほど。分かりました。 

○大山委員 全国健康保険協会に関して４点お聞きします。まず、社会保険庁の様々な今

まで開かれている会議などで指摘があるように、ＩＴガバナンスの不足ということが、か

なり今回の問題の大きなテーマの一つであると言われていました。この観点から新法人に

おけるガバナンスの確立について、どのようにお考えになっているのかというのが１点目

です。 

 ２点目は、確かシステム設計のときに、パッケージソフトの利用を前提とするという話

をしたと思いますが、現時点において、パッケージソフトの改変を行わなければならなく

なっているかどうかということです。この件について、どのように判断なさっているかを

教えていただきたいと思います。 

 ３つ目は、年金システムとのオンライン接続についてです。従来は、国が年金業務を継

続するということでしたが、その後の変化を経て、現在、どういうふうにお考えになられ

ているかというのを教えていただきたいと思います。 

 ４つ目は、今この場では無理かもしれませんが、システムの開発の話が、説明の中にあ

ったので、どんな状況になっているかというのを、詳しく聞かせていただきたいと思いま

す。 

○貝谷首席統括管理官 まず、今、大山先生の方から４点ございました。ＩＴガバナンス

の指摘、これは社会保険オンラインシステム以来、私ども社会保険庁、それから保険局で

今検討しておりますシステムの中でも、十分その点は意識して取り組んで参りたいと思い
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ます。大山委員ご参加の、私ども社会保険業務のシステム最適化計画、これを大変やって

いただいておりまして、その中でもガバナンスということを、私どもも頭に置きながらや

ってきているところでございまして、具体的に今これということは、手元に資料がありま

せんが、先生がおまとめいただきましたこの最適化計画の中にも、まさにこの情報システ

ムの審査確認等々、様々な点で具体的にご指摘いただいています。そういう線で、私ども

も最大限努力していくことが重要だと思っております。 

 それから、パッケージソフトの利用、これは新しい組織でも、より効率的に、端的に言

いますと経済的にも安いものを最大限利用していこうということで、これも最適化計画の

中で触れられている点でございまして、非常に大事な点だと思っております。私どもの組

織は、既に大きな健保組合等々でパッケージのソフトが大変利用されておりますので、そ

ういったものを、基本的には十分活用していくということでございますが、具体的にどこ

をどう変換しながらという点は、これからの課題だと考えております。 

 それから、オンラインの接続の活用ということで、今、先生の方からございました。先

ほどもちょっとお話し申し上げたんですが、私ども、もう社会保険庁改革の一番手で来年

秋スタートということで、かなり大詰めの準備段階を迎えてきているところでございまし

て、システムについてもかなりの段階まで来ております。今、正直申し上げますと、来年

10月スタートのとにかく社会保険庁全体のシステムなどの円滑な移行を考えますと、オン

ラインの最大限の活用ということは、方向としては、先生より既にいろいろな形でご指摘

いただいておりますが、来年10月に向けた接続ということでは、今、社会保険庁がとって

おりますバッチシステムということを基本に、とにかくきちんと確実に立ち上げていく。

いろいろなトラブルを最小化していくためにも、既に社会保険庁の中で全体でとられてい

るバッチシステムということが、最も我々としては今の段階では安全ではないかと考えて

おります。 

 ただ、ご指摘をかねてよりいただいておりますので、オンラインというものを、リアル

タイムでデータを更新していく。現在でも、１日単位で更新はできるわけでございますけ

れども、１日よりもさらにリアルタイムというのもメリットはございますが、そういった

ものをどの分野に適用していけば全体の業務が一番よいのか、あるいは一方で、費用対効

果ということもございますので、かねてより先生からご指摘の点は、私ども、最終段階で

はございますが、いろいろなところで頭に置きながら、システム開発をこれからも進めて

いきたいと思っております。 

 それから、ちょっと重複しますが、システム全体としては、既に専門の部隊を立ち上げ

ておりまして、今般のいろいろなことを考えますと、データの重要性、国が持っている重

要性というものにつきましては、基本的にはもう状況としては終盤といいますか、基本設

計、詳細設計、こういったものが終わった段階でございますので、かなり進んできており

ます。最後の段階ということで、本当に漏れのない正確な情報を、国でございます社会保

険庁から新しい法人に、まさに100％きちんとつないでいく、これが最大の我々の当面の
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使命だという思いで、今、準備しているところでございます。 

 以上でございます。 

○大山委員 １つだけ、今の件でもう一つだけ言わせてください。 

 ＩＴガバナンスの確保というのは、人に大きく依存します。そのため、システムの開発

段階から入っていることが必要です。途中から来ても分からないことが多くあります。こ

のような点についてどういう配慮をいただいているか、端的に言うとこれが質問です。関

係する方、あるいはそういう予定されるような、ちょっと言いづらい部分もあるかもしれ

ませんが、もしあれば、基本的な考え方をお聞きしたかったという意味です。 

○村瀬社会保険庁長官 では、私の方から付け加えさせていただきます。 

 現在、全国健康保険協会のシステムにつきましては、先生がおっしゃるようにパッケー

ジソフトの改定をやっておりまして、ただ、規模的な問題からいきまして、健康保険組合

のパッケージというのは、いかに多いところでも10万、30万、40万台でございます。一方、

全国健康保険協会は約3,000万人の被保険者のシステムになりますので、単純にはそのパ

ッケージが使えないということで、相当大幅な改修作業をやらなければならぬと。その改

修作業につきましては、どういう形でやっているかといいますと、民間から来た人間と、

それから旧国税庁でシステムを見ていただいた方を顧問としてお迎えして、そしてアクセ

ンチュアというシステムの専門会社にチェックしていただきながら開発を進めているとい

うことで、開発環境については、これで何とかいけるのではなかろうかと。 

 一方、安定運用するためのシステム要員、これにつきましては、社会保険庁自身も十分

な人員がいないわけで、ＩＴガバナンスの強化というのは、今後、日本年金機構も然りで

すけれども、この全国健康保険協会も同様に必要になってくるということで、先生がおっ

しゃったように、どのタイミングで将来のシステムの運用を担える人員を採用していくの

かというのは、大きな課題だろうと思っております。 

 一方、実務のところの人間も強化しなければなりませんので、先ほどの200名の民間と

いう中には、当然、そういう人の採用も視野には入っているとお考えいただけたらと思い

ます。 

○八田委員 質問が２つあります。第一は、今採用している民間の方たちに対するお給料

は全額社会保険庁が払っているんでしょうか。要するに、出向元から補てんがされている

んでしょうかという質問です。 

 それから、第二は、これから中途採用で技能を持った方にお願いするとしたら、旧来の

国家公務員の給与体系では全く間に合わないということがあるのではないかと思うんです

が、それについて今までどういう障害があったか、どういうお考えなのでしょうか。 

○村瀬社会保険庁長官 私の方で、全部、話させていただきます。 

 まず１つは、現在、民間から出向という形で来ていただいている方々ですけれども、こ

の方々は、社会保険庁としてお支払いできる給与で我々はお支払いしております。 

 ただし、本人が企業でおもらいになっていた金額がそれより高い場合には、企業側がそ
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の部分をどうされているかというのは、定かではございません。あくまでも我々は、例え

ば１日その方が来ていただければ幾らですよと決まっていますと、その方々の何日間で幾

らと。ざくっと言って、ずっと来ていただいて年間500万円程度だと思いますが、それで

来ていただいてお仕事をしていただいている、こういう形でございます。 

 それから、中途採用という形で、全国の事務所長を４名、今回採りました。この方々の

給与というのは、ざくっとした言い方で申しわけないんですが、年齢とか何かによって違

うんですけれども、約７００から８００万円程度だと思います。これは、実は300人強の

応募がございまして、全員、書類面接から１次、２次面接までやりまして、その結果、ふ

さわしいという人で６人まで絞り込んで、結果、４名採用させていただいたということで、

地方によっては、まだ今の社会保険庁の給料で優秀な方が十分来ていただけるという形だ

ろうと思います。 

 それから、ＩＴガバナンスの強化ということで、実はもっとたくさんの人間を採りたか

ったわけですが、結果として、本人のスペックの問題と、それから給与の問題もあったか

も分かりませんけれども、現在の公務員給与の中でこの２年間でとらせていただいたのが

６名でございますので、そういう点では本当にスキルの高い人を現在の公務員給与の中で

採用できるかどうかというのは、特に技術をお持ちになっている方は、なかなか難しい可

能性はあろうかと思います。 

○八田委員 そうすると、そういう技術を持っていらっしゃる方を、アウトソーシングす

るということは難しいですか。実質的には、中に入っていただくんだけれども、ほかの会

社に属していて給料は全く違うという形をとることは可能でしょうか。 

○村瀬社会保険庁長官 先ほどちょっと全国健康保険協会のシステム開発のときにお話申

し上げましたけれども、現在システムの専門家のアクセンチュアというところで工程管理

なども含めてやっていただいているわけです。それは、社会保険庁内で機能がない分を外

出ししてやっていただいているところで、そういうやり方は使えるんだろうと。 

 同じことで、現在、社会保険庁のシステム刷新化をやっておりまして、この刷新化につ

いては、日本ＩＢＭにアクセンチュアと同じ位置づけで工程管理をやっていただいている

ということで、そういう機能を活用していく必要があるのだろうと。 

 ただ、開発段階ではそれでいいんですが、開発後の安定運用という部分につきまして、

そこまで全面的に外部委託してよいのかどうか、そこはやはりできるだけ我々としては、

ＩＴガバナンスの強化によって自前でそういう人間を最低限確保し、その管理下において

使うという形に持っていくのが、やはり望ましい方向ではないのかなと、こんな形で考え

てございます。 

○八田委員 もう１点だけ。 

 覚書が、数々、組合とあったわけで、それを破棄されたということですが、その破棄の

経緯を教えていただきたいと思います。よく、組合がすんなり「破棄します」と言いまし

たね。そこはどういう経緯だったのでしょうか。 
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○村瀬社会保険庁長官 これは、大山先生はよくご存じだと思いますけれども、社会保険

庁改革で、内閣官房長官の下で有識者会議が立ち上がりまして、その中で、様々な形で社

会保険庁改革の議論をしていただきました。その中で、組合との覚書の問題が顕在化いた

しまして、その部分について、中身はどうか、これを破棄しなくて本当に改革ができるの

かというお話がございまして、我々も組合との関係では、何としてでも改革の足かせにな

っては困るということで話をしておりまして、そこは交渉事の中で、特に覚書などは過去

の古いものが非常に多くございまして、全面破棄ということで、先ほどもお話し申し上げ

ましたけれども、16年12月と17年１月に、一応全部終わったという形でございます。 

 交渉事の中で、私自身の感覚では、そんなに大きな抵抗はなかったと。それは、１つは

何かといいますと、有識者会議の皆さんだけではなくて、マスコミ、それから様々なとこ

ろから、社会保険庁は変わらなくてよいのかという大きな声が上がっておりましたので、

それがやはり彼らにとっても大きなプレッシャーになっていたのではなかろうかと、こん

な形で考えております。 

○八田委員 どうもありがとうございました。 

○小嶌委員 民間からの採用については、専門職と幹部層を対象に考えておられるようで

すが、一般の事務職は、入っていないんでしょうか。 

○村瀬社会保険庁長官 まず、公務員という形の前提で考えていましたので、公務員資格

がないと、なかなか中途採用できないわけですね。したがって、やれる範囲でやってきた

というのが今までの実情でございます。 

 一方、日本年金機構は非公務員型になりますので、これにつきましては、今から仮に採

用するにしても、公務員資格を取った方でないと採用できないというわけにはいきません

ので、これは人事院とお話もしまして、優先的に公務員資格をお持ちになっている方を採

用しますけれども、採用者がない場合は民間からも採れるという確約をいただいておりま

すので、積極的に今後は民間からも、中途採用も含めて、私はできるのではなかろうかと。

既に、欠員が相当出ておりまして、事業運営をするためには、そこは必要なのだろうと。 

 ただ、従来の感覚で採用するわけにはいきませんので、やはりそこはしっかりした採用

基準を決めた上で、採用していく必要はあるだろうと考えております。 

○小嶌委員 それと、全国健康保険協会の最後のページにある人員規模2,000人の中には、

非常勤職員は入っていませんよね。とすると、採用基準とか労働条件についてお決めにな

るということですけれども、非常勤職員の方は、その対象としては考えていないというこ

とですか。 

○貝谷首席統括管理官 はい。2,000名につきましては、一応、常勤ということを原則に

しております。 

 ただ、保健事業その他で、保健師その他の専門の方々、ここはやはり力を入れていきた

いと思っておりまして、そういったところも弾力的な採用といいますか、組織として非常

勤の方々を組み合わせて対応していきたいと考えております。 
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○小嶌委員 非常勤職員の方の資料も出していただいたんですけれども、社会保険庁の資

料の１ページ目なんですが、この年金業務関係と健康保険関係の非常勤職員の内訳という

のは分かりますか。 

 それと、非常勤職員の方の中にも日々雇用の方と時間雇用の方がおられると思うんです

が、勤続年数別の内訳も分かれば教えていただきたい。 

 それから、冒頭に長官がおっしゃったことと関係するんですけれども、現在、非常勤職

員が行っている業務については、基本的に外に出すというイメージなんでしょうか。それ

とも、非常勤職員の方にも、従来どおり今までの仕事をやっていただくというイメージで

考えておられるのでしょうか。 

○村瀬社会保険庁長官 これは、是非先生方のところでもご議論していただきたいと思う

んですが、社会保険庁が現在業務をやっている中で、既に外注も相当しておりますし、そ

れから非常勤職員の方に委託して業務をやっているのも相当多くございます。その前提の

中で、今の人員規模で仕事をやっているわけでございまして、それを、実は一番大きな部

分は、外出しだけではなくて、先ほどシステムの刷新化の話が出ましたけれども、これは

23年１月を目途にシステムの刷新化をして大幅な人員削減をしたいという計画に基づいて

動いている部分でございまして、その中で、システムができることによって人が減る部分

と、それから正規公務員ではなくて非常勤でできる部分、それから非常勤の中でも市場化

テストなどを含めて民間委託できる部分、様々な形が私はあるのだろうと思います。 

 したがって、何を前提条件という形ではなくて、現状はこういう形で仕事を役割分担し

てやっています。それを、新しい切り口になった場合に、まず先ほど申し上げましたよう

に、正規職員でやらなければいかぬ仕事は何なのか。それ以外の仕事は、先ほどの非常勤

職員でよいのか、それとも外出しがよいのかということで、一番サービスレベルが落ちな

くて効率的なところを模索していただくという形だろうと思います。 

 先ほど、全国健康保険協会のところで2,000人規模と言いましたのは、あくまで職員の

部分を言っているわけでございまして、現状、例えばレセプト点検などの業務も非常勤職

員などがやっているわけでございまして、その部分も今後、全国健康保険協会へ行けばや

らざるを得ないわけで、では、その部分は非常勤でいくのか、場合によったら外出しした

方がより効率的なのかというのは、当然、検討の余地はゼロではないだろうと思います。 

○小嶌委員 最後に、もう１点だけ。 

 この人事評価制度というのは、常勤職員が対象ですよね。非常勤職員については、評価

を行わずに給与を決めているわけですか。 

○村瀬社会保険庁長官 非常勤職員の中でも特殊業務、例えば国民年金推進員であるとか

年金相談員は評価しておりまして、その評価によって手当なども、当然、変えてございま

す。実質、事務をやっている方々というのは、なかなか評価がしづらいですから、そこは

しておりませんけれども。 

○小嶌委員 分かりました。 
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○本田座長 では、私の方からも２点お聞きしたいんですけれども、村瀬長官がおっしゃ

ったように、新しい機構というのは、まさにやる気がある、元気の出る、モラル高いもの

でなければいけないのだろうと私は思うんですけれども、その過程の中で、長官になられ

てから提案制度、リスタートプランというものや、全国312カ所をお回りになったと。加

えて、今出た人事評価制度、特に今度の作業とも関連してくるんですが、人事評価制度は、

今まで管理職についてはいろいろとやられていたんでしょうけれども、実質、今年からと

いうことですよね。それが、現実に今、機能しているかどうかということが、非常に失礼

な言い方ですけれども、１点。 

 ２点目は、小嶌委員からも話がありましたけれども、今、社会保険庁でやっていますい

わゆる医療関係の、今回、全国健康保険協会になるんですけれども、その現在の具体的な

人員はこうで最終的にはどういう人事規模になるのか。おそらく、設立委員会の中で、お

決めになるんでしょうが、その具体的なものがありましたら、最終ページに書いているも

のではちょっとあまりよく分からないので、追加でも結構ですから、資料をいただきたい

ということです。 

○村瀬社会保険庁長官 今、座長がおっしゃった後者の方については、後ほど資料を差し

上げるということで、人事評価制度が機能しているかどうかということについてお話し申

し上げたいと思います。 

 導入に当たりまして、まず非常に慎重にやったのは何かといいますと、若い人と一定職、

管理職以上とを分けて実施しまして、管理職をまずどういう形でやるかということで試行

した上で、18年度から実施してございます。それと同時に、若い人たちに対しても、18年

度、試行した上で、19年度、本格実施という形にしておりまして、そういう点では時間を

置いてやっている。 

 それから、人事評価自体は、一気に完成版ができるわけではなくて、やはりお互いに一

緒になってつくっていくものだろうと思っていまして、これは相当リニューアルしながら

やってございます。今日も、実は人事評価制度委員会を開いて、さらなるリニューアルに

ついてどうするかという意見交換をやるんですけれども、よいものをつくっていきたい。 

 その中で、やはり今回最大の人事評価制度のポイントは、今まで社会保険庁というのは、

なかなか上司と部下が仕事を通じて目標を共有する仕組みというのがなかった。その部分

を、目標管理制度と先ほど申し上げましたけれども、年初に、自分はどういう仕事をやら

なければいかぬのか、こういうことをやった上で、それができたかできないかという定点

観測をしながら評価につなげていくという形で、この訓練がうまくできるようになれば、

私は、制度としては定着していくのではなかろうかと。 

 この提案の実施に当たりましては、実は全管理職に説明会を２回ほどやっておりますし、

私自身も各地区ごとにやりました人事評価制度の研修会に全部行きまして、ずっと出席す

ると同時に、私自身も話をしておりまして、これがある意味では社会保険庁改革の決め手

になる部分だと。これは、仕事を一生懸命やる人間がやはり報われる組織にしていかない
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と変わっていかないだろうと訴えまして、中には相当抵抗した人間もいたんですけれども、

「いや、もう実施する。どういうよいものをつくっていくかというのは、あなたたちが参

加して決めればいいんだ」という意向で、若干、押し切ってやっている部分もありますけ

れども、必ずこれはよい制度になっていくのだろうと思っております。 

○本田座長 そういう意味で、もう１点ですけれども、できた後の機構で、先ほど三層と

いうのがありましたね。非常に端的なご質問になるんですけれども、Ⅱ種、Ⅲ種で地方で

採用されて、本庁で長官になるとか、そういうような仕組みというのはないんですか。人

事評価制度というのは、すべて私は人事制度との連動でなければモラルは上がっていかな

いという感じがするので、Ⅰ種の問題はあるかもしれませんけれども、Ⅱ種の方々でちゃ

んとそういうところにつけるような仕組みをどうつくっていくかを説かないと、作用しな

いのではないかという感じがあるものですから、ちょっと感じをお伺いしたい。 

○村瀬社会保険庁長官 １つは、現行制度の中で、おっしゃるように地方採用と本庁採用

ということについて、明らかに差がございます。 

 したがって、そこをどう緩和していくかということで、先ほど申し上げました地方採用

の優秀な人間を本庁へ持ってきてポストにつけている、これは少しずつやらせていただい

ております。また若い人たちについていえば、地方から本庁へ持ってきて、格のあるポス

トの仕事をさせている、訓練させているということで、人事評価の最大の目的は、優秀な

人材を発掘して組織の長にしていくことでございますので、そういう仕組みはできている

と。 

 ただ、国家公務員制度の中では、なかなか級を飛び越えられませんので、一気にはでき

ない。ところが、今回の場合には、あくまでも非公務員型の組織になりますから、言葉は

悪いんですが、それが自由にできるわけでございます。したがって、地方で優秀な人間が

いれば、組織の本部の方へ来て、そこの長に立つというのは、当然、あり得ることだろう

と。したがって、もうⅡ種とかⅢ種というのは、日本年金機構に行った段階ではなくなる

と。 

 問題は、今度、賃金をどうするかという問題で、全部本庁の賃金に合わせますと、やは

り賃金が増えるわけですね。そうしますと、民間ではよくやっていますけれども、全国的

な異動をする人と地方間を異動する人によって賃金格差をつけていたり、いろいろな工夫

が必要だと思いますので、そこで全国異動してやれる人についていえば、例えば他方で採

用されようがどこで採用されようが、組織の長にはいけると。ただし、地方間で動く人に

ついては一定の限度があると。こういうものをやはり作っていかないと、全体のコストが

上昇するということで、そこら辺の知恵はこれから必要ですし、多分、全国健康保険協会

でも、そういう知恵を入れた職員体系にしているのではなかろうかと思います。 

 したがって、今、ご指摘がありましたように、当然、地方で採用されたけれども優秀な

人間が、本庁の例えば理事、役員クラスになってくる、これは当然起こり得る。それをし

ない限りは、公法人化したメリットがないとお考えいただいてよろしいのではなかろうか
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と思います 

○本田座長 ありがとうございました。 

 まだご質問がある方。では、もう１問。 

○斎藤委員 正規の職員と非正規の職員の採用の仕方、どういう人は正規にするというふ

うな基準というのは、どうやって定めていらしたのか教えていただきたいのと、それから

非正規の方を採用するときには、誰が権限を持って採用できたのか、それを教えていただ

きたい。それと、非正規の方の評価というのはどなたがなさっていたのか、そのあたりの

ことを簡単に教えていただければと思います。 

○吉岡社会保険庁総務部長 まず、正規職員につきましては、これは国家公務員というこ

とですから、大原則として試験合格者ということです。人事院が実施しました試験から、

職種などの希望を聞いて採用していくという…… 

○斎藤委員 非正規の方を教えていただけますか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 ええ、正規と非正規の違いはまずそれで、非正規の方は、基

本的には各都道府県単位で事務局長任命ということで、先ほどお話ししたように、例えば

国民年金推進員というのは定員の枠が決まっておりますが、そういう方を基本的には公募

という形で、ハローワークなどを通じ、人事管理者が面接して、ふさわしい方であれば採

用させていただくということでございます。 

 それから、非正規の職種によって、パフォーマンスがきちっと測れる職種、例えば国民

年金推進員という場合には、当然、いろいろな勧奨活動をどの程度されたか、どの程度収

納されたかということで、給与に反映する形の人事評価を、これは基本的に各社会保険事

務所長、実際に非常勤の方がおられるところで評価するという形になっております。それ

以外の一般事務の補助の方については、正規職員のような評価はございません。そういう

パフォーマンスを評価しにくいところには適材適所ということで人事管理をさせていただ

いているという状況でございます。 

○渡辺行政改革担当大臣 村瀬長官、本当にご苦労さまでございました。３年間、いろい

ろな人たちがいろいろな提案をされたり、いろいろな要求をしたり、批判をしたり、あっ

たと思います。私も、長官になりたてのころ、自民党のｅ－ｊａｐａｎ特命チームの皆さ

んと意見交換をしたことがございました。１人で役所に乗り込むということがいかに大変

なことか、そういう感想も持ちました。大変な思い入れを持って、この３年間、仕事に当

たられたと思います。先ほど、大山先生のお話にもあったシステムの方も、完全とは到底

言えないと思いますが、かなり思い切った改革をやられるわけでございます。 

 ただ、高井戸と三鷹の連携がまだ不十分だったりとか、積み残しもたくさんあると思う

んですね。ですから、そういったことは次の長官に引き継いでいかなければならぬと思い

ます。 

 長官は、大変な思いを持って仕事に当たられた。しかし、残念ながら組織の方が、どう

もそれについてこられなかったというところもあると思います。今日は結構でございます
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けれども、是非そのあたりは、いずれ何らかの形でメッセージは出していただきたいと思

います。大変ご苦労さまでございました。 

○本田座長 では、ありがとうございました。これからもいろいろと社会保険庁の皆さん

には、また資料やらをお願いすることもありますので、よろしくお願いします。 

 本当に今日はありがとうございました。 

○村瀬社会保険庁長官 では、失礼します。 

（社会保険庁 村瀬長官、吉岡総務部長、厚生労働省 貝谷首席統括管理官退室） 

○本田座長 それでは続きまして、小嶌委員から、法制度から見た論点について、ご説明

をいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○小嶌委員 主に、資料４－１に基づいてご説明したいと思います。資料自体は大部なん

ですけれども、これを全部説明していると時間がありませんので、適当に端折って説明し

たいと思います。 

 以下、３つの問題に分けてご説明致します。１つ目は、我が国で採用の自由というもの

がどう考えられているのか、それが法律上、どのように制限されてきたのかという問題。

２つ目は、具体的に日本年金機構が職員を採用するに当たって考えるべき留意点は何かと

いう問題。それから、３つ目の問題として、本日はＪＲの方はお見えにならないようであ

りますけれども、国鉄改革とはかなり状況が異なっておりますので、そういった相違点に

ついて、お話したいと思います。 

 まず、１ページ目をご覧下さい。 

 そこには「採用の自由とその制限」と書いてありますけれども、我が国の場合、出口に

当たる解雇については基本的に自由が認められていない、なかなか難しい状況にあるわけ

ですけれども、少なくとも入口の部分、採用の自由については、これを広く認める見解、

考え方が判例上、確立しております。 

有名な大法廷判決として、三菱樹脂事件があり、アンダーラインを引いた部分にあるよ

うに、企業者、一般の民間企業には、経済活動の一環として契約締結の自由、労働契約を

締結する自由がある。したがって、労働者を雇用するに当たって、どのような者を雇用す

るのか、いかなる条件でこれを雇うかについては、法律その他による特別な制限がない限

り、原則として自由であると、判決は言っております。 

 そして、労働基準法３条、これは国籍、信条又は社会的身分による差別的な取扱いを禁

止した規定でありますけれども、基本的にその対象となるのは、労働基準法の適用を受け

る労働者であって、雇入れ後における労働条件について制限したものであり、雇入れその

ものを制約した規定ではないということから、「思想、信条を理由とする雇入れの拒否を

直ちに不法行為とすることはできない」とか、「特定の思想、信条を有する者をそのゆえ

をもって雇い入れることを拒んでも、それを当然に違法とすることはできない」という考

え方が示されております。 

 さらに、最近の判決として、国鉄の分割民営化とかかわる最高裁の判決がございます。
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そこでは、雇入れの拒否と、労働組合法７条に言う不当労働行為との関係について判断が

示されました。結論から申し上げますと、特段の事情がない限り、雇入れの拒否は同条１

号に言う不利益取扱いの不当労働行為には当たらないという考え方が示されております。 

 その理由は、労働組合法は雇入れにおける不利益取扱いを明示的には禁止していない。

したがって、先ほど述べた労働基準法３条と同じような解釈でありますけれども、雇入れ

後の不利益取扱いのみが原則として禁止の対象となるというものです。 他方、この三菱

樹脂事件の大法廷判決以降、採用の自由に何らかの制限を加える法律が相当数、制定を見

ております。 

 例えば、男女雇用機会均等法では、性別に関わりなく、募集及び採用について機会の平

等を保障しなければならないとする規定が設けられております。 

また、本年10月１日に施行される改正雇用対策法には、募集・採用時における年齢制限

を原則として禁止する規定が置かれるに至っております。 

その結果、例えば、資料２の10ページにＪＲの採用基準が示されていますが、冒頭にある

「年齢満55歳未満」という基準などは、日本年金機構ではこれを採用基準として定めるこ

とができなくなるわけです。 

 それから、障害者雇用促進法との関係で、日本年金機構にも障害者の雇用義務が課せら

れることから、2.1％の障害者雇用率の達成が義務づけられることになります。  

 また、平成11年には職業安定法の改正が行われ、その中で個人情報の取扱いということ

で、三菱樹脂事件では、思想、信条の調査をやってもよろしいという発想に基づいて、思

想、信条を理由として雇入れを拒んでも構わないという考え方だったんですが、これが端

的に認められなくなりました。思想、信条を含むセンシティブ情報については、これを収

集してはならない。このような考え方に変わったわけです。 

 その結果、７ページ下の注にも書きましたように、34年前は、民間企業は「特定の思想、

信条を有する者をそのゆえをもって雇い入れることを拒んでも、それを当然に違法とする

ことはできない」という考え方が採用されていたのですが、法改正により、事実上、この

考え方が否定されることになりました。 

 次に、日本年金機構が行う職員の採用について、具体的にどのような点に留意すべきな

のか、という２つ目の問題に入ります。 

まず、職員の採用について定めた日本年金機構法の附則８条を初めとして、同法にいう

「職員」に非常勤職員が含まれるのかどうかという問題ですが、資料２の22ページにも含

まれると考えるべきだと書かれておりますし、私もそのように考えております。 

 ただ、国立大学法人の場合、日本年金機構と異なり、職員としての身分承継という考え

方が法律で採用されたのですが、身分が法人に引き継がれる「職員」に非常勤職員が含ま

れるのかどうかという問題については、最後まで文部科学省がその解釈を明確にしません

でした。 

 また、公務員型の国立病院機構についても同様に身分承継に関する規定が法律に置かれ
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たのですが、東京地裁は、昨年、これはあくまでも正職員を対象にした規定であると判示

しております。それゆえ、年金機構法についても、同じように解釈する余地があるとは思

います。 

 それから、職員の採用数、いわゆる要員数というのは、結局は、どの業務をアウトソー

シングするかによって決まってくる。民間からも職員を採用するということで、先ほどの

お話では専門職とか上層幹部以外の人もその対象として考えておられるようですが、この

民間からも職員を採用するという点に、国鉄改革との大きな違いがあり、当然、社会保険

庁からの採用数は、その分減ることになるわけです。 

日本年金機構が、このように一方で新規採用まで行うとすると、社会保険庁が行う分限

免職、いわゆる整理免職については、その必要性そのものが、裁判所により否定される可

能性もないとは言えないように思います。民間からの採用枠を前もって何名というように

決めると、さらにその可能性が大きくなるのではないかと。通常の整理解雇の場合に、一

方で人を雇い入れ、他方で首を切るというようなことは、裁判所は絶対認めないわけです

ね。これが認められるのは、プロスポーツの世界だけだと思います。 

 さらに、このことに関連して、採用基準を社会保険庁からの採用と民間からの採用との

間で分けるべきかどうか、という非常に難しい問題があります。採用基準が両者で異なる

場合、このことが分限免職の法的判断に悪影響を与えることは避け難いように思います。 

しかし、社会保険庁からの採用については、過去の勤務成績を考慮することは当然であ

り、そうしないと、国民も納得しない。ペーパーテストと面接だけで決めるわけには当然

いかないと思います。 

 ただ、事務補佐員等の非常勤職員については、先ほどお聞きしたように実際には評価を

していないとすると、勤務成績もわからないということになる。そういう問題もあります。 

 それから、公務員の採用については、公務員法に欠格条項の定めがあるのですが、機構

による職員の採用に当たって、これを基準として定めることは難しいと思います。 

例えば、10ページに国立大学法人における事務職員の統一採用試験の受験資格を示して

おりますが、その中に、例えば「懲戒解雇又はこれに相当する処分を受けたことのある者

で、その処分の日から２年を経過していない者」という項目が入っております。しかし、

これは国家公務員法の欠格条項をもとに、「懲戒免職」を「懲戒解雇」に書きかえただけ

のものであって、「懲戒解雇」という場合、その会社を問わないわけですから、そもそも

受験資格とすることに無理があるのではないかと思います。社会保険庁からの採用と民間

からの採用について、統一した採用基準を設ける場合には、このように処分歴を共通して

問うことは難しいという問題があるわけです。 

 なお、社会保険庁から職員を採用する場合の採用基準については、不採用が分限免職に

つながる可能性があるということで、いずれにせよ、国家公務員法に定める分限免職に関

する基準をある程度考慮せざるを得ないのではないかと思います。 

 では、この点について、国家公務員法はどう定めているかというと、実際には、非常に
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アバウトな規定しかありません。１つは、当たり前のことですけれども、平等に取り扱え

と。それから、公正にやりなさいと。また、職員団体における正当な行為をしたことなど

を理由とする不利益取扱いも、法律で禁止されております。 

 それから、整理免職については、人事院規則レベルではありますけれども、その基準は

勤務成績、勤務年数、その他の事実に基づき、公正に判断して任命権者が定める、という

ように規定されております。 

 最後に、３つ目の問題として、国鉄改革との相違点についてお話したいと思います。 

 国鉄改革は、国家の一大事業として行われましたので、様々な激変緩和措置といいます

か、緩衝装置が用意されておりました。国鉄内部における広域異動というのも相当広範に

行われましたし、相対的に人員が不足する本州への異動という手段もあって、国労などの

組合を除き、多くの組合はこれに協力することになりました。 

 例えば、国鉄改革当時にあって、今回は見られない緩衝装置としては、次のようなもの

があります。 

 まず、今回は国鉄清算事業団のような受け皿が存在しない。そんな余裕が全くないわけ

です。また、当時は他省庁で職員を受け入れる場合、特例として国鉄から１人採用したと

きは、0.5人分、新規採用を認める措置が講じられました。今は逆に、行政改革推進法の

もとで、各省庁とも１％ずつ毎年定員を削減していかなければいけない、こういう困難な

状況にあります。それから、国鉄改革当時は、民間企業に対しても積極的な職員採用の働

きかけが行われました。さらに、希望退職者については、わざわざ特別法まで制定して、

10カ月分、退職手当を上積みしました。そして、派遣・休職制度の活用ということで、例

えば退職前提休職の場合には、１年間給与を保障したまま就職活動ができるようにする、

ということまで行いました。 

 今回、どのような措置が考えられるかというと、それは１点だけなんですね。今回は、

整理免職として扱うと。つまり、廃職に伴う分限免職として扱うということで、国家公務

員退職手当法上、25年以上在職した場合の定年退職者と同じ基準で、退職手当が支給され

る。その分の退職手当の割増が可能になる。これに尽きるわけです。 

 15ページに飛びます。これは私がざっと計算したものなんですけれども、例えば勤続20

年で退職したとすると、通常の退職の場合には、退職時の俸給の23.5カ月分、概ね２年分

となる退職手当が、整理免職（退職）の場合には、31.5カ月分、８カ月分割増になります。

これは、自動的に国家公務員退職手当法上、そのような取扱いになるということです。 

 他方、国鉄には労働組合法などの適用があり、複雑な労使関係を抱えていたことから、

それが不当労働行為として社会問題化する危険が絶えずありました。実際にもそうなった

わけですが、最高裁で決着を見るまでに、非常に時間がかかりました。しかし、最終的に

は、ＪＲ各社には責任はないと、不当労働行為責任については、最高裁はこれを否定する

立場を採用し、決着を見たわけです。 

 今回も、国鉄改革法と全く同じスキームでやっておりますから、日本年金機構による不
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採用が不当労働行為となる可能性はないと思います。それから、国家公務員にはそもそも

労働組合法の適用はありませんので、分限免職それ自体が不当労働行為とされることもな

い。また、職員の任免に関する事項は、国家公務員法上、管理運営事項に属するため、そ

もそも交渉事項にはなりません。 

 ただし、機構になってからは、こうはいきません。労働関係法令が全面的に適用され、

世界が一変するということを銘記する必要があります。  

 さらに、社会保険庁には、現在、数多くの非常勤職員が在職している。この点も、国鉄

との違いといえるように思います。前回申しましたように、非常勤職員は、職員全体の約

４割を占めております。 

 こうした非常勤職員については、人事院規則上、民間企業とは全く異なる取扱いが認め

られています。「任期が更新されなければ、当然に退職する」、これは何年勤めていても

そうなんです。任期が満了したというだけで、いつでも雇止めは可能。非常勤職員の雇止

めに、それ以上の理由は必要としません。その意味では、身分保障がない。 

 他方、常勤職員については、整理退職ということになれば、曲がりなりにも割増の退職

手当が出る。一方で、雇止めされた非常勤職員には何も出ない。法律問題は別として、こ

のことが社会常識からみてどうなのかという問題は確かにあるように思います。 

 なお、日本年金機構においては、就業規則で職員の労働条件を定めることが必要になる

わけですが、身分承継型の法人においても、就業規則の不利益変更法理を適用する余地が

ないことは、そこに引用している国立病院機構事件判決の中で、東京地裁が明確にしてい

ます。ただ、機構になってからの労働条件の変更については、そうはいきません。具体的

に何が問題になるのかは、その他の資料と併せて配付した拙稿「国立大学の法人化と人事

労務」で詳しく論じておりますので、後でご参照下さい。 

 以上です。 

○本田座長 ありがとうございました。 

 大変難しい問題なんですけれども、何かご質問があれば。 

○斎藤委員 機会均等ということで、いろいろな条件が出てきたということは承りました

けれども、公務員でなくて民間の企業の場合、国籍で縛るということは認められているの

でしょうか。 

 それから、勤務年数を勘案してということが10ページにございましたけれども、そうい

うシニオリティーを考えて何かをするというのも認められるのでしょうか。それを教えて

ください。 

○小嶌委員 まず、後者の方ですけれども、これは分限免職の基準ですから、要するに分

限免職、整理免職をするに当たって、勤務年数などの長い人と短い人の間で差をつけるこ

とは認めましょうというか、それは当然、判断の基準にしてくださいという基準だと思い

ます。 

 それから、国籍云々というのは、労働基準法の３条ともかかわってくるんですけれども、
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三菱樹脂事件の大法廷判決も述べていますように、労働基準法３条はあくまでも雇入れ後

における労働条件について制限したものであって、雇入れそのものについての制限規定で

はない。だから、日本国籍を有する者に採用者を限定したとしても、法律上特に問題はな

いと思います。外国人の場合、在留資格という点で在留期間に制限がありますから、当然、

日本人に採用を限定するということもあり得ると思います。 

○斎藤委員 ありがとうございます。 

○本田座長 １回読ませていただきながら、また別途ご質問したいと思いますので、小嶌

先生、よろしくお願いします。 

 それでは、５分間ほど休憩をとりたいと思いますので、よろしくお願いします。 

（休  憩） 

（開  議） 

○本田座長 それでは、今までのヒアリング結果などを踏まえまして、委員会における自

由討議ということで、職員採用に関する基本的考え方につきまして自由討議を行いたいと

思います。 

 細かくテーマを絞ってということがあるかと思いますが、今日は自由討議の第１回とい

うことでございますので、新しい日本年金機構を担うにふさわしい職員に求められるもの

はどのようなものなのか、そしてまたどのような方法できちんと判断すべきかどうか、今

の労働関係の話もありましたけれども、民間からの採用についてどのように考えるべきか

といった点などにつきまして、幅広く議論をしていきたいと思いますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 順次ご意見のある方は、よろしくお願いいたしたいと思います。 

○斎藤委員 どこから始めていいのか分からないので、とりあえず質問からで良いですか。 

○本田座長 事務局もいますし、ある程度ヒアリングしたことについての感想やら質問も

大いに結構だろうと思います。 

○斎藤委員 一つには、ＳからＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄというランキングをしているというのは参

考値として必ず使うものだろうと思うんですが、その評価の妥当性、客観性というものを

どうやって判断するのか、それが今日のご説明でも当然出てこないし難しい点だなと思い

ました。そのあたりはどういうふうに考えるのでしょうか。 

○本田座長 ある意味では、民間企業の場合には、そういう評価制度というのは当たり前

というか、私どもの会社でもやっているわけですね。一番のポイントというのは、やはり

目標を定めるときに管理職とちゃんと議論をして、設定するというプロセス。だからあの

評価制度自体が社会保険庁の職員の方々の間で、ちゃんと理解され浸透しているかどうか。

スタートしたばかりなんですね、そこのところをどういうふうに見ていくか。まさに長官

がおっしゃっていた意識改革というものの一つの大きな取組になっているんだろうと思う

んですけれども、どの程度現実に定着しているか。それをやはりよく考えていかないと、

定着していない場合にやや心配になるかなと。 
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評価表を見た時に、どれだけ職員の人に定着しているかというのが一つあるのかなという

感じがしましたけれども。 

○斎藤委員 その評価表というのも多分あると思うんですけれども、それが何項目でどう

いう項目でとか、そういうものは頂戴できるんでしょうか。 

○本田座長 ちょっと入っていましたよね。 

○岩瀬委員 ちょっとこれだと足りない感じがして、是非とも詳しいものを出していただ

きたいなと思います。 

○江澤行政改革推進事務局次長 その評価のチェックシートと今おっしゃったものは、膨

大なものがあります。ただ、今日の会議にそこまで全部お出ししても、かえって拡散して

しまうのではないかということで出しませんでしたけれども、ありますので、お送りしま

す。 

 それから、あとご参考になるかどうか分からないんですが、努力目標ということらしい

ですけれども、社会保険庁がしているのは、日々の評価なんですね。例えば毎日この職員

は、こういういいことがあったねと、これは今度非常にいい能力を発揮したと。あるいは、

この人はこういう悪い点があったとか、そういうことを日々やっていくというようなこと

を、努力目標ということなんですが、やっているそうです。 

 

○岸井委員 先ほどちょっと出ましたが、非正規職員については評価がどうなんですか。

そういう資料ないのかな。 

○江澤行政改革推進事務局次長 すみません、先ほど私が説明した国民年金推進員につい

ては、正職員の評価とは違うんですけれども、実績が上がっている人はということで６段

階ぐらいにやって、そしてそれを長官は「お手当に」とおっしゃったんですが、その実績

を出来高制みたいな評価はしているようでございます。 

○岩瀬委員 長官がさっきおっしゃっていましたけれども、国民年金推進員と、年金相談

の職員ですか、年金相談の職員の評価というのはどういうふうにしているんですか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 すみません、それはちょっと今分かりません。 

○八田委員 評価は大変難しいだろうと思います。結局は今までいろいろ保守的に動いて

いた人たちも入ってきてしまうかもしれません。彼らをもう除外するのは不可能だという

前提を立てて、そのかわり後での昇進制度で、優秀な人はⅡ種の人もⅠ種に上がっていけ

るなど、やる気が出るような体制を整えるということが一つの解決方法かなと思うんです

ね。 

 しかし、その前提として、小嶌先生がいろいろお話になった制約が非常に重要だと思う

ので小嶌先生に伺いたいと思います。先生がおっしゃったことで、はっきり分かったのは、

もう年齢制限はできないということ。もう一つ、かなりの数を分限免職にする一方で民間

から採用するということが現実的には難しいんだということをおっしゃいました。それを

いろいろな職種について、従来働いた人も含めて公募するという形でやるとしたら、どの
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程度までできて、どの程度できないんだろうかということについて、ご質問したいのが１

点です。 

 それからもう一つは、非常勤の扱いということが大変難しいんだということをおっしゃ

ったんですが、事前にそれに対してどういう手を打てばよろしいのか、あるいはひょっと

したらば短期間に法律をそのことに関して変える必要があるとしたら、どういうことが必

要なのでしょうか。以上その２点について伺いたいと思います。 

○小嶌委員 同じ企業が、一方で人を採用し、もう一方で減員するというのは難しいと思

います。ただし、今回、採用するのは日本年金機構で、分限免職処分するのは社会保険庁

ですね。組織が違うので、割り切って考えれば別々なんだという議論も成り立ち得るとは

思います。それから、民間からの採用と社会保険庁からの採用を公募方式という形で、全

く同一条件で行うのはかなり問題があるように思います。また、実際にもそういうイメー

ジではなさそうですね。民間からの採用は可能である、このことを法律は妨げていない。

しかし、基本的に年金機構法に定めがあるのは社会保険庁からの職員採用についてであっ

て、それについてはこうこうこういう方法でやりなさいということが法律には書かれてい

る。そういう点からも、両者の採用は別立てで考えざるを得ないのではないか、と思いま

す。 

 ただ、繰り返しになりますけれども、民間からの採用枠が大きくなればなるほど、その

分採用されない職員も当然多くなります。また、今回は国鉄の場合と違って、そんなに策

もないと。せいぜい分限免職となる職員について、勤続20年で８カ月分の退職手当の割増

ができる程度で、分限免職の回避策として他部局あるいは他省庁への転任を考える余地も

あまりないと。そうした悪条件を前提として考えざるを得ない。私に分かっているのはそ

れだけであって、特に名案があるわけではありません。 

 それと非常勤職員の雇止めについては、公務員の頭の切り替えがまず必要だと思います。

「当然退職」という考え方が頭にしみついていて、そこから離れられない。このことから

トラブルに発展して、訴訟になった例もあります。 

確かに、社会保険庁が行う非常勤職員の雇止めについては、法律上、それで割り切れる

かもしれませんが、日本年金機構になると、世界が全く変わる。その点はやはり民間に変

わるんだという意識、公務員法とは全く別の世界に入るんだという意識を持って臨むこと

が必要なのではないかと思います。 

 ともあれ、非常勤職員は全体の４割いるんですから、その４割いるということを十分に

念頭において対応しないといけないと思います。仮にあなたは当然退職ですよと、当然退

職にならなかった場合も、労働条件が全然違うんですよという姿勢を取り続けると、後で

トラブルに発展する可能性が大きいと思っています。 

例えば、私ども国立大学法人がそうしたように、非常勤職員が引き続き日本年金機構で

勤務することになった場合には、年休の付与については継続勤務扱いとするような配慮が

必要になるのではないでしょうか。また、常勤職員と大きな違いのある特別休暇などにつ
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いても、改善の余地はあると思います。 

○八田委員 全く新しい組織になるときには、非常勤の方は原則としてやめていただくん

だよということを前もってきちんと言えば、法律的に問題ないというわけですね。 

○小嶌委員 法律上は「当然退職」となります、公務員ですから。 

○八田委員 非常勤の人についても。 

○小嶌委員 はい。ただし、常勤職員については、「当然退職」とは言いませんよね。だ

から、当然の身分承継ではないけれども、とにかく社会保険庁の職員の中から採用すると

いう前提で日本年金機構法を作っていますから、皆さん全員、まずはやめてもらうんです

よという制度になっていないので、法律を離れると、なぜ常勤職員と非常勤職員の間でこ

のように対応が違うのかという点について説明しづらいところはあると思います。 

 非常勤職員についてはともかく、あなたは任期が満了するんだから終わりですよという

のは、法律上は言えますけれども、その数が非常に多くなる一方で常勤職員については、

これは分かりませんけれども、かなりの人が結局は採用されたというような違いが出てき

た場合に、本当に法律を離れてきちんと説明できるのかという問題はあると思います。 

○八田委員 本当は常勤も全く公募でやりたかったけれども、いろいろ制約があったから

雇ったんだという説明ではどうですか。 

○本田座長 いや、今のはどうなんですか。常勤の場合にも22年１月、身分は完全に変わ

るわけですね、公務員でなくなるわけですよね。これは一つの完全な、法律でも宣言して

いるわけですから、同じことではないんですかね、常勤であろうと。実際に仕事をしてい

る人をどう引き継ぐかという問題はありますけれども、身分も公務員でないですよと、新

たな組織ですよということを法律で宣言しているわけですから。 

○小嶌委員 いや、だから法律上は、その時点でトラブルになる可能性はないと思います。

常勤職員にしても非常勤職員についても。だから、その点では分限免職についても何にし

ても、訴訟になっても絶対に負ける可能性はないと思いますけれども。 

 しかし、先ほど申し上げたように、常勤職員と非常勤職員との間でやり方が違うという

場合に、問題になる可能性はあると思います。特に今、格差是正ということが、やかまし

く言われていますよね。今年の人事院勧告の中でも、非常勤職員の問題に初めて言及があ

りましたから。 

○本田座長 だから、基本的には常勤職員の方も非常勤の方も同じ考えでいくということ

ではないんですかね。非常勤だからやめさせるとかそういうことではなくて、まず社会保

険庁の、今度の日本年金機構の業務がどういうもので、それに何人必要だと。そのときに、

それを成し遂げるために常勤の人は何人、非常勤の人は幾ら、または外部に出すとかと、

そういう仮定ですから、その仮定の中で差別的なことではなくて、基本的な考え方が答え

られればいいような感じがするんですけれどもね。立法の趣旨はちょっと分からないんで

すけれども、非常勤はどういう取扱いになっているんですか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 先ほどの資料の２をもう一度、資料の２の22ページでご
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ざいます。日本年金機構法の「職員」の範囲でございます。先ほど私、ちょっと時間の関

係で、年金機構法における「職員」という表現には、非常勤職員を含めて機構に雇用され

るすべての職員が含まれるということだけ申し上げました。 

 次に、したがって、機構に雇用される非常勤職員についても、そこに次に書いてありま

すような刑法のみなし公務員規定ですとか勤務成績を考慮した給与ですとか、もろもろの

職員についての機構法に書かれている規定というのは、非常勤にも適用になるのです。 

 ３つ目の丸で、一方で設立委員が社会保険庁長官を通じて募集を行う対象となる社会保

険庁の職員というのは、これは社会保険庁の常勤職員への適用を念頭に置いて作成された

ということなんですが、この上の２つの丸で言ってきていますように、この職員というの

は、非常勤職員を受けますので、法律の解釈上は、この非常勤職員が新たに採用されると

ころでも排除されるものではないのですね。 

○本田座長 国鉄の民営化のときの担当を私の方もやっていましたけれども、国鉄改革と

今回の決定的違いは、国の方針として「一人の失業者も出さない」という宣言をしたわけ

ですね。そのために各官庁や、民間会社も採っていた、私どもも。だから、今回は分限免

職だとかいうようなことが非常におどっているけれども、本質的最大の違いはそこにある

んですよね。 

 だから、最終的にだめだったのは清算事業団に移しましたけれども、大原則が、内閣の

考え方自体が、あの国鉄改革によって、一人の失業者も出さないという宣言をして、それ

でいろいろな会議を開いて、役所は役所で、民間会社は民間会社でつくって、半分ぐらい

はみんなそっちに行って、残った人をどうするか。それで各社に割り振って、それでも行

かなかったのは清算事業団に全部行ったと、こういうことですから、今回とはちょっと違

うんだと思うんですよね。 

 ただし、雇用という問題から考えれば、現実に今そこで働いている方がおられるわけで

すから、その人たちをどう活用しながら、なおかつ今度の改革にも沿うようにするかとい

うことだと思うんですね。そういう意味からいくと、この今の資料からいっても、常勤職

員、非常勤と言っていますけれども、仕事から見れば非常勤の人も大事な仕事をしている

わけでしょう。その仕事をなくすということを決めない限りは、私は、取扱いは同じでな

いといけないと思います。その仕事があるから、そこに職員がいるわけですよね。その業

務がなくならない限り、それを担う方はいると。それを常勤の職員でやるか、または非常

勤でやるか、いわゆる人材派遣会社でやるか、パートさんにお願いするか、これはいろい

ろなやり方があると思うんですけれども、基本的に非常勤の方が今やっておられる仕事と

いうのはあるんだと考えていかないと、そのときに常勤はこうだ、非常勤はこうだという

と、非常におかしな感じになるのではないかなと見ますけれどもね。 

○岩瀬委員 今、常勤の職員の人が行っている仕事と、非常勤の行っている仕事というの

がどういうものがあるのかというのを整理して、もし出せるんだったら資料で出していた

だけませんでしょうか。 
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 僕も全く勝手な推測なんですけれども、この日本年金機構に移るに当たって、おそらく

はまず非常勤職員は切っていくんだと思うんですね。常勤職員は残すという方向を、何と

なくそういう方向で行くんではないかなと。非常勤の人たちは、どういう形でカバーする

かというと、業務をいろいろアウトソーシングするというふうになっていると思うんです

けれども、そこでアウトソーシングする、それぞれの会社の方で吸収していくというふう

なことを何となく考えているのではないかなと。これは推測ですけれども、そういうふう

に思っています。やはり、日本年金機構に移れる人たちというのは、常勤職員が優先的に

行くというか、そんな感じがしますね。 

○江澤行政改革推進事務局次長 今の岩瀬先生の資料でございますけれども、比較的早く

整理できると思うのは、非常勤の方がどんな仕事をしていて、あるいは非常勤にどんな種

類が―非常勤にも種類が、先ほど言ったように年金推進員とか、大きく言って３つぐら

いあるわけでございますね。一般の本当の事務補助それから年金の徴収などを推進してい

く人、それから相談事を聞く、かなり専門的な人、大体３種類あるんですが、それらにつ

いてはちょっと今整理の途中ですが、いずれにしても次の会議までにはお出しできます。 

 それで、常勤の人がやっている仕事というのは、結局、社会保険庁がどういう仕事をし

ているかということですので、どういう資料がいいのか至急考えたいと思いますが、でき

るだけ審議に役立つ資料をお出しさせていただきたいと思います。 

 ○山本内閣府副大臣 日本年金機構と、そしてそれともう一つの政府管掌健康保険の全

国健康保険協会、これが２つに分かれて、時期が別だということですね、発足がというこ

とですね。2,000人ぐらいの協会の採用が１年後ぐらいに始まるわけですけれども、これ

は時期が別だということのどんな影響があるかというのを是非検討していただきたいと思

うんですが、やはり働いている側からいって、いつ切れられるか分からないと思ったら、

まず最初の募集で殺到するんではないか。何とか入りたいという形で、非常に多くの今の

職員が全国健康保険協会の方に採用が殺到するのではないかなと、私はそんな感じがいた

します。 

 これは分かりませんけれども、そういったことで非常に混乱をする可能性がありますの

で、時期が別だということを、どうして別になったのか私は分かりませんけれども、この

点の解決をしっかりと検討しておいていただきたいなと、そのように思いますけれども。 

○江澤行政改革推進事務局次長 あくまで推測ですが、一つには、日本年金機構は、広域

移動を前提にしているのに対し、全国健康保険協会は、基本的に都道府県単位の組織運営

のため転勤の可能性が低いのではということ。二つ目には、難度の高い仕事である健康保

険の事業所の適用・徴収は、日本年金機構が行うことになっていて、全国健康保険協会は

基本的には給付の仕事をやることになっています。三つ目は時期がずれているため、まず

先に行き先を確保したいと考え協会に応募殺到するのではないか、との予想も成り立つと

思います。そうすると、優秀な順から取ったら、残った人はそこに漏れた人ということに

なるんですね。そういう問題もあるので、ここの会議でのミッションは、法律によれば日
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本年金機構についてのアウトソーシングと採用のみなのでございますけれども、全国健康

保険協会の方も視野に入れていただいて、今どういうことをおっしゃっていただくべきな

のか、おっしゃっていただけるのかということをご検討いただきたいということを前回会

合でお諮りをさせていただいて、コンセンサスをいただいたということでございます。 

○本田座長 今日いただいた資料で、私の思っていたことと全く違った資料が一つあった

のは、年齢構成なんですね。今、団塊の世代問題があって、50代後半ががばっと多いかと

思ったら、32歳から４、５歳がもう一番ピーク。あの年齢構成は非常に珍しい。その中で

やはり一番働き盛りですよね、でなきゃいけない世代だと思うんですけれども、そういう

ことと、今のいわゆる社員の採用の問題は非常に重要なポイントではないかなと。 

 今、団塊世代の職員が多ければ、もう年齢が来ていますから激変緩和になるんだけれど

も、そうではない年齢構成ですから、これをどうやっていくかというのは、相当これは胸

を痛めながらせざるを得ないのではないかなという感じがしているんですけれども。そう

いうところの問題で、やはり退職者がどんどん出ているという資料があったんですね。こ

れは今社会保険庁を取り巻く環境のせいかもしれませんが、かなり自己都合退職が増えて

きていると。だから、そういう中でどうやって新しい機構をちゃんとした、働いていこう

と、頑張ろうというような雰囲気に持っていくかというのは、非常に大事なことだろうと

思うんですけれども。 

○斎藤委員  私どもの、この会議でのミッションではないのかもしれませんけれども、

組織がキャリアパスを示してあげて、どういう人材に来てもらって、その人たちにどうい

う可能性を与えることができるかという、その組織の大元のところというのがないと、な

かなかどういう方たちがアプライしてくるかというのが見えてきませんよね。そのあたり

のところまで何かできたらいいなという気がするんですが、それはやはりこのミッション

から外れるのでディスカッションはできないということなんでしょうか。 

○本田座長 今おっしゃったようなことは、私もつくづく思っていまして、採用基準だと

か何とかって、そこだけやったって社会保険庁の本当の改革にならないと思います。これ

はご相談事ですけれども、採用の基本的事項を作るときにその後の、いわゆる任用制度な

り人事制度、運用、そういうものをちゃんとやって初めて成り立つんだということを、私

は意見の中に当然入れるべきだと思うんですね。採る人間の数だとかそれだけではなくて、

そこがないと、これはまたご相談したいと思うんですけれども、採用のあり方だけですと、

それでは意味ないんだろうと思うんですね。それが組織再生会議ということなんでしょう

から、そこまでやはりある程度、議論を皆さんとしながら出していく必要があるんだと思

うんですね。 

 だから、逆に基準が非常に難しいのは、例えば処分を受けた人がだめだとか、そういう

細かいことは、私はまだここで言うべきではないのではないかなと。それはもっと具体的

な設立委員会というのがあるわけですから、この再生会議でやるのか、そういうのを入れ

るのがいいのかどうかも含めて、大変私は違和感のある話だなと。特に、我々の方は基本
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的なあり方ということですから、今日の全国健康保険協会ももう既に設立委員会ができて、

それはまさに作業が進んでいるわけですよね。そのときに新しい日本年金機構とあまりに

乖離してもおかしいし、基本的なところで何を訴えて、それに沿って細かい基準の方をつ

くっていく。これはもう設立の委員の方にやってもらうということではないかと思うんで

すけれども。 

○岸井委員 イロハの質問ですけれども、いいですか。新機構の規模ですね、これはある

程度、自動的に算出されてくるんですか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 それはまさに、こちらの会議で…… 

○岸井委員 議論して。 

○江澤行政改革推進事務局次長 ええ。外部委託の議論とかをしていただいて、それから

さらに言えば、座長や先ほどの斎藤先生のお考えですけれども、結局採用の基本というこ

とについて基本計画に定めるんですが、その基本計画を定めるに際し、あらかじめ有識者

の、学識経験者の意見を伺うので、そうしたら学識経験者の方は、そういう先ほどのおっ

しゃったようなことについてよく考えるべきだというご意見だったということになれば、

そういうことも当然整理されるべきことでございます。 

 ですから職員数は、ここでの外部委託の議論というものを経ていただいた後でなければ

できないというふうに考えております。 

○渡辺行政改革担当大臣 ちょっと事務方に説明をしてほしいんですが、先ほども議論に

出ていました資料３－１の28ページ、人事評価制度の給与などへの反映及び結果。右側の

結果を見ますと、これは相対評価ということですが、Ｄランクが0.5％になっていますね。

これは、おそらく非常に少ないなという印象をお持ちになられるのではないかと思います。

一つは、評価の仕方が、ここは相対評価になっているんですが、人事院は「絶対評価」と

言っているのではないんですか。 

 それから、今のトライアル評価の実態、絶対評価と言いながら、大体オール４ぐらいに

して、８割方、残りの１割を５にする。残った１割を３にするなどという実態を聞いたこ

とがあるんですが、そのあたりはどうなっているでしょうか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 大臣おっしゃっているのは、人事院はというのは、今の

勤評のことですか。それとも新しく、総務省人事局などがやろうとしている評価、試行し

ている、あるいはこれから本格実施しようとしている評価のこと、どちらのことでしょう

か。 

○渡辺行政改革担当大臣 トライアル―総務省か、人事院ではなくて。 

○江澤行政改革推進事務局次長 ちょっとお答えします。 

○行政改革推進本部事務局 現在やっております人事評価のトライアルにつきまして、こ

れはあくまで任用に結びつけない前提でやっておりますので、絶対評価を基本にしてやっ

ております。 

○渡辺行政改革担当大臣 絶対評価、トライアルで。 
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○行政改革推進本部事務局 はい、トライアルは。ですから、今実際には何も、任用とか

給与とか賞与に反映しておりませんので、絶対評価でやっています。ですから、実際に、

これは勤評として社会保険庁は既にやっておるものでございまして、その関係で相対評価

になっておるということでございます。 

○渡辺行政改革担当大臣 新制度の方も、総務省は絶対評価でいくという方針なんですか。 

○行政改革推進本部事務局 それは、まだ実際には決めておりません。これからどういう

形にするかということで、今、勤評にかわるものということであれば、一定の分布と比率

というものは決めないと、例えば賞与に入る。原資がありませんので、一定の配分がない

と差をつけられないということになるので、そこは一定、相対評価にならざるを得ないと

は思いますが、それもこれからということでございます。 

○渡辺行政改革担当大臣 なるほど。ですから、その点からいうと進んではいるんですよ。 

○本田座長 ええ、かなり進んでいますね。この結果はえてして、どうしても標準にばあ

っといってしまうんですね。これを見たらＢが真ん中なんでしょうから半分で、あとうま

く、よくこういうふうに人間分けられるなといって感心しているんですけれどもね。 

○渡辺行政改革担当大臣 ただ、印象としてはＤが非常に少ないというのが一般的な印象

ではないでしょうか。 

○本田座長 評価で難しいのは、これは５段階にしていますけれども、どうしても評価者

の方が真ん中にしがちなんですね。上にもつけにくい、下にも。これではまずいので、こ

れを解決するときに段階を多くしたり私どもの会社でもいろいろとやっていますけれども。

ただ、逆に言うと、一般的にＤが少なく0.5というのは、本当は健全な会社かもしれませ

んね。ここが多いような会社だったら困ってしまうわけですね。 

○渡辺行政改革担当大臣 健全な会社だったら、これほどさっくりはいかないと思います。

（笑） 

○斎藤委員 この資料は課長というか「５級以上」と書いてありますけれども、それ以下

の方たちも当然あるわけですよね。それはただ公表されていないという理解でよろしいん

でしょうか。非正規の方はやっていないということは伺いましたけれども。 

○長田行政改革推進事務局企画官  

 段階実施という形で社会保険庁の人事評価は進めてございまして、まずは18年度は管理

的な職員、一定職以上の職員を対象に本格実施という形でやっておりまして、いわゆる一

般職員については試行実施という形で、具体的には賞与などには反映しないけれども、一

応評価シートをつけるということを18年度はやってございました。 

 ただ、19年度からは、全職員を対象に本格的に実施をして、具体的に賞与などに反映を

していくということでございまして、具体的な実績として上がってきますのは、19年度か

らということでございます。 

○斎藤委員 そのトライアルのときのデータはありますか。 

○長田行政改革推進事務局企画官 トライアルの結果のデータという意味で言えば、そこ
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は整理できているものがあろうかと思いますので、それは社会保険庁に確認をした上で、

お出しできるようであればお出しをしたいと思います。 

○小嶌委員 成績率については、法人化以前の国立大学の場合、処分を受けたことがマイ

ナス評価につながっていました。だから、例えばＣがつく人は訓告、厳重注意、要するに

懲戒処分に至らない処分を受けた者。戒告以上の懲戒処分を受けた者はＤと。それがほと

んどだったんではないでしょうか。それとここにいう「良好」とは公務員用語で、民間で

は「標準」という意味なんですね。（笑）だから、Ｃは標準に達していないと。Ｄは全く

標準の域に達していないと、そういう世界なんです。 

○本田座長 だけれども、これは人事評価制度ですからね。この場合には所長さんが、財

務指標、数字をつけて、なおかつ行動があって、それを評価して何とかなった場合は幾ら

と。しかも、目標を決めるときにはお互い議論して、本人も出させて、そういう形ででき

ているわけですから、そういう処分がどうのではなくて１年間ということでやろうと。こ

の成績を上げたらＡだよ、Ｓだよ、何だよと、こういうふうになっていますから、そこは

ちょっと違うんです。 

○小嶌委員 そうでしょうか。ただ、勤勉手当の成績率というのは、一般には、先ほど言

ったような形で決めていたと思うんですね。 

○本田座長 おそらく勤勉手当の財源があるので、それをこの評価制度で配分しますよと、

いい人はたくさんあげますよ、目標を下回ったら下げますよと、その達成度はというもの

でできているはずだと思うんですけれどもね。 

○岩瀬委員 ちょっと事務局にお伺いしたいんですけれども、これは今、小嶌先生がおっ

しゃったような処分は入っていないんですか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 先ほど処分の方の法律に基づく処分と、それから厳重注

意とか表もございました。それとこちらのＳＡＢＣＤの関係を、座長おっしゃるように、

その処分とこのＳＡＢＣでは別かもしれませんが、これが一体どのぐらいの関係になって

いるのかというのを社会保険庁に整理させてみたいと思います。 

 それから、もう少し言えば、整理する前にそのことはどういうふうな考慮をしているの

か、考慮されるのかどうか、そこのところははっきり、まず事実を確認して、あとは仮に

それとは別ですよということであっても、ＳＡＢＣＤと処分との関係がどんなふうになっ

ているのかというようなことについて、資料を整理させたいと思います。 

○本田座長 それは27ページに書いてありますけれども、評価項目というのが。事務所長

にはこういう評価をしますと。右側の方は若手社員にはこういう項目で、お互いにちゃん

と評価していきますと、こういうことを点数化していくんだろうと思うんです。 

○斎藤委員 確認ですが、今、人事では多分360度評価というのがかなり普及してきてい

ると思うのですが、社会保険庁ではそれはまだ採用していないんですか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 すみません、部下が上司を評価することですか。 

○斎藤委員 部下、同僚、みんながよってたかって。 
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○江澤行政改革推進事務局次長 横からも上からも。それはやっていないと聞いています。 

○岸井委員 私も今ちょうど研修中で、そういう議論をやっている最中ですからね。なか

なか難しいですよ。 

○本田座長 360度評価というのは難しい。やはり最終的に主体的に判断できるかどうか

でないと、運用を間違うとおかしくなってしまう。 

○斎藤委員 10年ぐらい前から、もうそれはやっておりましたね。 

○岸井委員 大学はだんだん学生さんとか何か入るよね。 

○小嶌委員 あれは性格が違うと思います。 

○本田座長 それでは、そろそろ時間も参りましたので、本日の議論はここまでにしたい

と思います。 

 課題自体が大変難しいこともあって、まだやや議論は未消化ということもございます。

次回は、本日いただきました意見などを事務局の方で整理して、またご議論いただいたも

のを若干整理して行いたいと思います。 

 また、冒頭申し上げましたけれども、国鉄の関係者からのヒアリング、また検証委員会

の野村委員からのヒアリングなども、事務局から打診していきたいというふうに考えてい

ます。次回以降お話を伺いたいと思いますが、先方のご都合もありますし、決まっており

ません。 

 それから、事務局の方から何か。 

○江澤行政改革推進事務局次長 今日お配りした資料のご紹介で、座長から前回ございま

した決算の状況はどうなっているかということで、資料番号をつけていなくて申しわけご

ざいませんが、「平成17年度決算の概要」ということで各勘定別に整理したものを、とり

あえずお配りしてございます。 

 それから、資料の５という横長のＡ３判の資料がございます。これで前回の第１回目の

会議での合意を、この一番上の方に反映させていただいているのと同時に、この一番下の

方にちょっと赤く、この辺でございますけれども、冒頭私が申し上げたこととちょっとダ

ブりますけれども、社会保険庁長官が、仮にどうしてもやめざるを得ない職員、採用でき

ない職員が出たときに、いろいろな方法があると申しました。その一つとして、官民人材

交流センターというのが、来年10月予定でございますけれども、これがスタートいたしま

すということを、これは特に付け加えさせていただいております。 

 それで、今お手元に８月29日、昨日付の民主党の政調会長と、それからネクスト総務担

当、ネクスト厚生労働担当の方から当会議の本田座長あてに申入れということで、年金業

務・組織再生会議の運営に関して、以下の６点について対応することを申入れますと。 

 第２回の会議が８月30日に開催される予定であると伺っておりますので、８月30日中に

文書で回答いただきますようお願いいたしますと。以下その６点でございます。会議の公

開。会議に提出されたすべての資料の公表。会議の議事要旨及び詳細な議事録の速やかな

公開。国会議員の会議傍聴。会議の議事次第、議事と配布資料の名称が記載されているも
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のの公開。６番が、新聞記者・テレビカメラに対する会議の公開、インターネットによる

会議映像の配信。 

 このうち、５番の会議の議事次第は、これはもう既に公開しているので、ちょっと誤解

かなと思いますが、昨日の会議では、昨日のこの民主党の会議に私が出るように言われま

して、第１回の会議の状況をご報告いたしました。そして、そこであのときの資料２でご

ざいますけれども、運営要領につきまして、例えば会議自体を公開しますか、それともし

ませんかというような選択肢の形でお示しして、それについて結果はどうなったのかとい

うようなことのお尋ねに対して、会議は原則公開します、会議の資料は公表します、会議

終了後、座長がブリーフィングします、議事録、議事要旨は公開します等々の合意を口頭

でお答えしました。 

 それで、こういう申入れに対してでございますけれども、基本的には今日一番最初にご

確認いただきました運営要領がございますので、例えば会議の公開については、会議自体

について会議の議事の効果的な進行を図るため、または云々ということで、座長が非公開

が適当であると判断する場合を除き公開とすることとしています。また、会議が公開、非

公開、いずれの場合でも記者会見を行います。あるいは民主党の言っている２番目の「会

議に提出されたすべての資料の公表」ということについては、これも今日お決めいただい

たことをきちんとお答えをすると。それから、議事要旨、議事録の速やかな公開について

は、これも速やかにやるようにもちろんしたいと思っておりますけれども、座長が特に必

要と認めるときに限り、議事録の全部または一部を一定期間公表しないことができるとし

ていますということ。それから国会議員の会議傍聴、それから新聞記者・テレビカメラに

対する会議の公開、ネットによる会議映像の配信については、会議の公開の具体的な方法

など、会議の運営に関して必要な事項は運営要領に定めるもののほか、そのときに座長が

会議に図って決定することとしていますということ。 

 それから、議事次第の公開については、議事次第はさっき申し上げたようにホームペー

ジで公開していますというようなことを、書面で今日中に回答をしてほしいということで

ございますので、そういうようなことを座長とも事前にもきちんと打ち合わせをする時間

がございませんでしたので、いかがでございましょうか。今、要するに決めていただいた

運営要領のことをきちんと説明していくということで、あとは座長とご相談させていただ

いて、返答書面は座長とご相談させていただくというようなことでいかがでしょうか。 

○本田座長 政府のこういう委員会に、必ず民主党からはこういうものが出されているん

ですか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 すべてではございませんが、年金関係の検証委員会、記

録確認委員会、監視委員会、特に検証委員会と記録確認委員会、いずれについても資料公

開の要望は出ておりますけれども、これについては民主党からはそういう要望が出されて

おります。 

○岸井委員 確認ですけれども、いいですか。昨日、一応説明して、一応皆さん納得した



43 

上で改めて文書を出せと言っているのか、説明に納得できなくて文書で出せと言っている

のか。その辺はどうですか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 私の印象では、納得されていないと思います。 

○岸井委員 納得されていない。 

○江澤行政改革推進事務局次長 はい。 

○八田委員 ちょっと気がついたんですけれども、１番に「会議の公開」といって、４番

に「国会議員の会議傍聴」と書いてあるんですが、公開してしまえば国会議員も何も関係

ないように思うんですけれども、公開という意味が必ずしも傍聴という意味ではないとい

うことなんでしょうか。 

○江澤行政改革推進事務局次長 おそらく１は総論で、２以下が各論ということだと思っ

ています。 

○本田座長 それでは、いろいろな手続があるみたいですから、お任せいただいてよろし

いですか。 

 それでは、次回の日程でございますけれども、一応事務局の方から皆さんのご都合を聞

きましたところ、９月５日の２時半からであれば比較的多くの方がご出席いただけそうだ

ということで、それで予定をしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして、本日の会議は終了させていただきます。 

○江澤行政改革推進事務局次長 先ほど座長おっしゃられました検証委員会の野村修也委

員、もし皆様のご都合がついてという前提でございますけれども、９月19日の５時から７

時という時間で、皆さんご都合どうでしょうかという打診をさせていただいている最中で

ございますけれども、仮にそういうことでこの会議が開かれることになりましたときには、

野村先生どうでしょうかということを伺っておりまして、冒頭30分ないし最大40分であれ

ば大丈夫ですという一応ご内諾はいただいております。ただ、次回、５日はどうしても無

理だということでございました。 

 以上でございます。すみません。 

○本田座長 なお、今日、事務局から話が入っているかと思いますけれども、高井戸と三

鷹の社会保険業務センターをご視察いただくことになりました。お時間の許す限り、また

是非ご参加いただきたいと思います。段取りなどにつきましては、後ほど事務局の方から

説明をいただきたいと思います。 

 また、本日の会議につきましては、この後、私の方から簡単なブリーフィングをしたい

と考えています。 

 本日はどうも長時間ありがとうございました。 

以 上 


